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論文要旨 
 
本論文では、近年注目されているブランド・コミュニティを取り上げ、ブランド・コミ
ュニティ上の消費者の意識変化を論点として考察を重ねた。そして、企業がブランド・コ
ミュニティを管理し、消費者との関係性を強化する上で、いかなる要因に着目すべきであ
るかを論じた。 
第 I部では、ブランド・コミュニティ研究の意義やメンバー同士の関係性とメンバーとブ
ランドとの関係性の影響関係を明らかにし、ブランド・コミュニティ研究における 2つの
アプローチである相互作用アプローチと社会的同一化アプローチの存在を指摘するととも
に、ブランド・コミュニティの概念モデルを構築し、相互作用アプローチに基づいてそれ
を検証するなかで、相互作用アプローチの限界点を指摘した。 
第 1章では、ブランド研究を中心にレビューし、ブランド・コミュニティ研究の観点か
ら消費者行動を考察する必要性を示した。第 2章では、先行研究で提示されてきた諸概念
を整理することによって、メンバー同士の関係性が強化されるに伴いメンバーとブランド
との関係性が強固になることを明らかにした。そして、ブランド・コミュニティ研究には 2
つのアプローチ、メンバー間における相互作用の頻度といった行動面を重要視する相互作
用アプローチと、メンバーとコミュニティとの同一化といった態度面を重要視する社会的
同一化アプローチが存在することを述べた。第 3章では、前章での概念整理を踏まえてブ
ランド・コミュニティの概念モデルを構築し、メンバー間における相互作用の内容分析を
行うことで、その概念モデルを検証した。そのなかで、メンバー間における相互作用の内
容が多様なことを明らかにし、その頻度ばかりに注目する相互作用アプローチではブラン
ド・コミュニティを十分に捉えきれないことを示した。 
第 II部では、社会的同一化アプローチに基づいてブランド・コミュニティを考察し、社
会関係資本がコミュニティとの同一化と規範圧力を促す要因として機能することを実証し
た。 
第 4章では、社会関係資本概念に着目し、その機能や下位構成概念について論じていく
なかで、この社会関係資本がコミュニティとの同一化や規範圧力を促し、メンバーとブラ
ンドとの関係性の強化に寄与することを明らかにした。第 5章では、前章での議論から導
き出される実証モデルや仮説を構築し、それを検証した。 
おわりにでは、本論文における一連の研究での発見事項をまとめ、そこから導き出され
る結論、理論的・実務的貢献を整理した。そして、ブランド・コミュニティを考察する上
では相互作用アプローチよりも社会的同一化アプローチの方が有益であること、ブラン
ド・コミュニティ内に社会関係資本を蓄積することでメンバーとブランドとの関係性を強
化する場としてブランド・コミュニティを管理できることを議論した。 
以上、本論文ではブランド・コミュニティを相互作用アプローチと社会的同一化アプロ
ーチの双方から幅広く論じ、社会的同一化アプローチからの考察がより有益であることを
  
 
 
明らかにするとともに、社会関係資本という概念を導入することによって、ブランド・コ
ミュニティの機能やその役割を明らかにし、ブランド・コミュニティ研究に新たな理論的
枠組みと実践課題を提示した。  
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はじめに 問題の所在 
近年、多くの市場でコモディティ化が進み、製品の機能による差別化が困難となった。
企業は価格競争、あるいは非価格競争により差別化を行うが、非価格競争の一手段である
機能による差別化が困難になったことで、企業にとっては価格があたかも製品を差別化す
る唯一の手段と考えられるようになり、その結果、苛烈な価格競争が繰り広げられること
になった。このような市場環境下では、企業はブランド戦略を展開することで強力なブラ
ンドを構築・維持し、消費者との間に強固な関係性を構築することも一方策である。ブラ
ンドとの間に強固な関係性を結んだ消費者は、優良顧客として継続的に当該ブランドを消
費するだけでなく、価格プレミアムを支払う傾向があるためである。 
ブランド戦略の 1つとして注目されているのがブランド・コミュニティの管理である。
1990年代以降、消費者を取り巻く環境に大きな変化が起きた。インターネットの急速な普
及である。これにより、時間や空間に縛られることなく消費者がインターネット上に集ま
ることが可能となり、消費者間の相互作用が頻繁に繰り広げられるようになった。その傾
向は、SNS (ソーシャルネットワーキングサービス) の普及に伴ってさらに増加し、今日で
は多くの消費者が特定のブランドを中心にインターネット上に集まる現象が見られる。ブ
ランドを中心として形成される集団はブランド・コミュニティと呼ばれるが、多くの企業
がブランド・コミュニティを管理することで消費者との関係性を構築し維持している。 
ブランド・コミュニティ研究は、従来のブランド研究に社会性を加えて考察している点
に特徴があるとされてきた。しかし、第 1に、メンバー間における相互作用の多様性、第 2
に、メンバーがコミュニティで相互作用を行うことで蓄積される資源、第 3に、その資源
によって生み出されるコミュニティの魅力、といった点はこれまで議論されてこなかった。 
そうしたなかで、本論文は上記 3 点に着目してブランド・コミュニティ内でのメンバー
の意識変化を分析し、メンバーがどのようにブランドとの関係性を強化するかを検討する。
そしてそれを通じて、ブランド・コミュニティ研究の新たな理論的枠組みを提起すること
を目的としている。 
第 I部では、ブランド・コミュニティ研究の意義やメンバー同士の関係性とメンバーとブ
ランドとの関係性の影響関係を明らかにし、ブランド・コミュニティ研究における 2つの
アプローチである相互作用アプローチと社会的同一化アプローチの存在を指摘するととも
に、ブランド・コミュニティの概念モデルを構築し、相互作用アプローチに基づいてそれ
を検証するなかで、相互作用アプローチの限界点を指摘する。 
第 1章では、関係性を軸にブランド研究をレビューし、ブランド・コミュニティ研究の
意義を明確にする。企業が競争優位を獲得するためには消費者と企業の間に長期継続的な
関係性を築くことが重要であり、近年、消費者とブランドの間に直接的に結ばれる関係性
にも関心が高まっていることを記述する。さらに、それぞれの研究分野の問題点を論じる
なかで、ブランド・コミュニティ研究を行うことの意義を述べる。 
第 2章では、先行研究で提示されてきた諸概念を整理することによって、メンバー同士
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の関係性が強化されるに伴いメンバーとブランドとの関係性が強固になることを明らかに
する。そして、ブランド・コミュニティ研究には 2つのアプローチ、メンバー間における
相互作用の頻度といった行動面を重要視する相互作用アプローチと、メンバーとコミュニ
ティとの同一化といった態度面を重要視する社会的同一化アプローチが存在することを述
べる。 
第 3章では、前章での概念整理を踏まえてブランド・コミュニティの概念モデルを構築
し、メンバー間における相互作用の内容分析を行うことで、その概念モデルを検証する。
そのなかで、メンバー間における相互作用の内容が多様なことを明らかにし、その頻度ば
かりに注目する相互作用アプローチではブランド・コミュニティを十分に捉えきれないこ
とを示す。 
第 II部では、社会的同一化アプローチからブランド・コミュニティを検討し、社会関係
資本がコミュニティとの同一化や規範圧力を促すことを通じて、メンバーとブランドとの
関係性を強化するモデルを構築し、それを実証する。 
第 4章では、社会関係資本概念に着目し、その機能や下位構成概念について論じていく
なかで、この社会関係資本がコミュニティとの同一化や規範圧力を促し、メンバーとブラ
ンドとの関係性の強化に寄与することを明らかにする。 
第 5章では、社会関係資本がメンバーとブランドとの関係性を強化する過程を説明する
実証モデルを構築し、それに基づいて立てられた仮説を検証する。分析は、ブランド・コ
ミュニティ参加者に対する意識調査のデータを用いて行う。調査項目の信頼性や妥当性を
確認し、パス解析を行うことによって仮説を検証する。これにより、ブランド・コミュニ
ティにおいて社会関係資本がメンバーに及ぼす影響が明らかにされる。 
おわりにでは、これまでの結果を踏まえた上で、本論文での発見事項をまとめ、そこか
ら導き出される理論的・実務的貢献、今後の課題について述べる。 
以上、本論文ではブランド・コミュニティを相互作用アプローチと社会的同一化アプロ
ーチの双方から幅広く論じ、社会的同一化アプローチからの考察がより有益であることを
明らかにするとともに、社会関係資本という概念を導入することによって、ブランド・コ
ミュニティの機能やその役割を明らかにし、ブランド・コミュニティ研究に新たな理論的
枠組みと実践課題を提示する。  
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第 I部 相互作用アプローチからのブランド・コミュニティの考察 
 
第 I部では、ブランド・コミュニティ研究を行うことの意義やメンバー同士の関係性とメ
ンバーとブランドとの関係性の影響関係、ブランド・コミュニティ研究における 2つのア
プローチについて考察する。さらに、ブランド・コミュニティの概念モデルを構築し、相
互作用アプローチに基づきそれを検証するなかで、相互作用の内容や企業がブランド・コ
ミュニティを管理する上で着目すべき概念を明らかにする。 
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第 1章 関係性を軸としたブランド研究 
第 1節 リレーションシップ・マーケティング研究 
第 1項 リレーションシップ・マーケティングとは 
本章では、ブランド・コミュニティ研究の観点から消費者行動を考察する意義を明らか
にするため、関係性概念を軸に扱ったリレーションシップ・マーケティング研究、ブラン
ド研究、ブランド・リレーションシップ研究を整理する。まずは、リレーションシップ・
マーケティング研究について議論したい。 
リレーションシップ・マーケティングは Berry (1983) や Levit (1983) が提唱して以降、多
くの研究が行われてきた研究パラダイムであり、そこでは新規顧客を獲得するよりも、既
存顧客を維持することが重要だと考えられている。Grönroos (1994) はリレーションシッ
プ・マーケティングを、「顧客 (やその他の関係者) との関係を特定し、構築し、維持し、
向上させ、そして必要なときは終わらせることである。そうすることで、全ての関係者の
経済上及びその他の変数に関する目的は叶えられる。これは、相互の交換と約束を果たす
ことを通じて達成される。」(p.9) と定義する。ここからわかるように、リレーションシップ・
マーケティングとは関係を結ぶ対象の選定から始まり、関係の維持、締結の決定までを含
む長期的な時間軸を持つマーケティング・パラダイムである。 
和田 (2002) は交換関係を基盤として発展した伝統的な取引マーケティングとリレーシ
ョンシップ・マーケティングを比較し、リレーションシップ・マーケティングでは長期継
続的な関係が重要であり、相互作用や信頼、融合、共感といった心的要素を顧客から引き
出すことが課題であると指摘する (表 1)。 
 
(表 1) 取引マーケティングとリレーションシップ・マーケティングの比較 
 
取引 
 マーケティング ※ 
リレーションシップ・ 
マーケティング 
基本概念 適合 相互作用 
中心点 顧客 企業と顧客 
顧客間 潜在需要保有者 相互支援者 
行動目的 需要創造・拡大 価値共創・共有 
コミュニケーション流 一方向的説得 双方向的対話 
タイムフレーム 一時的短期的 長期継続的 
マーケティング手段 
マーケティング 
ミックス 
双方向的 
コミュニケーション 
成果形態 購買・市場シェア 信頼・融合・共感 
(出所) 和田 (2002, p.33) を参考に筆者作成 ※原文：マネジリアル・マーケティング 
 
表 1の行動目的からわかるように、取引マーケティングでは互いが自立し、競争するこ
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とによる需要の創造や拡大を目指すことに焦点があたっていた。したがって、交換という
行為そのものが重要であったが、リレーションシップ・マーケティングでは相互依存によ
る価値共創・共有へと関心が移り、関係性を管理することが重要と考えられた (Sheth and 
Parvatiyar 1995)。換言すると、交換に基づく取引マーケティングでは不特定多数のマス・マ
ーケットを対象に、自社の商品・サービスの良さを説得することが求められるため、消費
者と企業がそれぞれ別個に独立した利害を持つ存在と捉えられた。しかし、リレーション
シップ・マーケティングでは消費者と対話をするなかで価値を共創することが必要となる
ために両者間には共通の利益を目指す相互依存関係が存在すると考えられている 
(Grönroos 2007)。 
Sheth and Parvatiyar (1995) は横軸に「協働」と「競争と対立」、縦軸に「相互依存」と「自
立」を置き、リレーションシップ・マーケティングの特徴をそれ以前の競争と対立、自立
を前提とした取引マーケティングと対比させて議論を行った。そして、リレーションシッ
プ・マーケティングが協働かつ相互依存を前提としたマーケティング活動であると述べる 
(図 1)。このような変化のため、マーケティングの役割は「顧客の操作」から「顧客の真の
関与を引き出すこと」に変化したと指摘されることもある (McKenna 1991, p.68)。 
 
(図 1) リレーションシップ・マーケティングと取引マーケティングの特徴 
 
(出所) Sheth and Parvatiyar (1995, p.412) を参考に筆者作成 
 
陶山・梅本 (2000) は、リレーションシップ・マーケティングが注目されるようになった
理由を 3つ提示している。第 1は、市場環境の変化である。とりわけ大きな変化を生み出
したのが ICT (Information and Communication Technology) であり、これによって顧客の情報
を低コストかつ容易に管理できるようになった。その結果として、企業は顧客情報を利用
することで、一人ひとりの顧客に合わせたマーケティング戦略を行い関係性を維持するこ
とが可能になった。 
第 2は、交換や取引の態様の変化である。多くの市場が成熟した結果、新規顧客を獲得
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することが困難となった。さらに、新規顧客を獲得するためにかかるコストが既存顧客を
維持するために必要なコストの 5倍かかること、企業全体の売上構成の 8割を 2割の優良
顧客が占めることに見られるように、新規顧客を獲得するよりも既存顧客を維持すること
が経営戦略としても有効なことが明らかとなった。 
第 3は、交換や取引の対象の変化である。パソコンや自動車などの高度にシステム化し
た商品が増えたため、メンテナンスやカスタマイズといったアフターマーケットが拡大し、
顧客との間に長期的な関係性を築くことが重要となった。この変化はこれまで存在しなか
った市場が新しく生まれたことを意味する。 
 
第 2項 関係性の 2側面 
リレーションシップ・マーケティングで扱われている関係性に関する議論は、社会心理
学で人間関係を対象に研究が進められてきた理論を援用している。人と人の間に結ばれる
関係は、行為者間で行われる交換を支配する規則や規範に基づき、交換的関係 (exchange 
relationship) と共同的関係 (communal relationship) に大別される (Clark and Mills 1993; Mills 
and Clark 1982)。Mills and Clark (1982) によると、交換的関係とは自らがしたことに対して
何らかの返礼を期待することや過去に受け取った便益に対してのお返しを行うといった等
価交換を前提とする関係である。共同的関係とは返礼を期待せずに何かをしてあげること
であり、利他的な行動を行う間柄を示す関係である。 
他にも、Fiske (1992) は共同的共有 (communal sharing)、権威的序列 (authority ranking)、
均等化 (equality matching)、利益計算 (market pricing) の 4つの水準によって人間関係を考察
することを推奨する。しかし、理解の容易さと、マーケティング研究ではMills and Clark 
(1982) による 2 分類を採用した研究が進められていることから (e.g. Aggarwal 2004; 
Aggarwal and Law 2005; 久保田 2012)、本論文ではこの 2分類を採用して議論を進める。 
久保田 (2012) はこの 2側面をリレーションシップ・マーケティングの文脈にあてはめ、
顧客と企業の関係性を交換的関係と共同的関係の両側面から検討する。元来、商的関係で
は売り手と買い手の間に交換的関係があることは自然なことであり、マーケティング研究
でも大前提としてこの交換的関係が想定されていた。しかし、顧客と企業の関係はそれの
みで説明できるわけではなく、そこには共同的関係の存在が見られる。たとえば、Arnould 
and Price (1993) は顧客とサービス提供者の間には社会的な絆が生まれることを確認してい
る。Schouten and McAlexander (1995) は顧客と企業の間のみならず、顧客同士にも共同的関
係が生まれることを指摘している。このため、顧客と企業の関係性は交換的関係と共同的
関係の両側面から検討することが求められる。なお、交換的関係と共同的関係は二律背反
的なものではない点に留意したい (久保田 2012)。 
ところで、リレーションシップ・マーケティングの起源に目を向けると、Möller and Halinen 
(2000) は、ビジネス・マーケティング研究、マーケティング・チャネル研究、サービス・
マーケティング研究、データベース・マーケティング研究といった 4つの研究分野を基礎
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にリレーションシップ・マーケティングの理論蓄積が行われていると指摘している。そし
て、リレーションシップ・マーケティングは顧客志向的な「市場ベース」の理論と組織間
志向的な「ネットワークベース」の理論を含んでいるため、統一的な理論を構築すること
が困難であると述べる。このような主張があるものの、久保田 (2003a) は、リレーション
シップ・マーケティングの基盤的アプローチを個別に検討し、それぞれのアプローチを統
合したモデルを構築することでリレーションシップ・マーケティングの全体像を把握する
ことが可能であると論じる。そこで久保田 (2003a) が注目した基盤的アプローチが経済的
アプローチと社会的アプローチであり、それぞれが交換的関係に重きを置くアプローチと
共同的関係に重きを置くアプローチとして前述の議論に対応する。このようなことからも、
リレーションシップ・マーケティングでは顧客と企業の関係性を交換的関係と共同的関係
の両側面から検討すべきであることがわかる。 
 
第 3項 リレーションシップ・マーケティングにおける中核概念 
リレーションシップ・マーケティング研究では、その中核概念としてコミットメントと
信頼に多くの関心が寄せられている (Morgan and Hunt 1994; Palmatier et al. 2006; 久保田
2003a, 2012)。たとえば、Morgan and Hunt (1994) はリレーションシップ・マーケティングを
成功させるには信頼とコミットメントが必要不可欠だと指摘し、とりわけコミットメント
の重要さを強調する。リレーションシップ・マーケティングで述べられるコミットメント
とは、「価値ある関係性を継続させようとする持続的な欲求」(Moorman, Zaltman and 
Deshpandé 1992, p.316) や「交換相手との関係性を維持する上では最大限の努力が正当化さ
れる程度には重要だと信じること」(Morgan and Hunt 1994, p.23)、「ある交換当事者が、交換
相手との間に結びつきを感じ、またその相手との関係について、これを維持するために最
大限の努力が正当化されるほど重要であると信じていること」(久保田 2012, p.78) と定義さ
れる。このように、コミットメントとは交換相手との関係性を維持するために行う努力の
重要性を認識するといった心的状態であるため、そこには当該関係が不可欠なものである
といった前提が存在する (Morgan and Hunt 1994)。 
コミットメントは関係性の類型に応じて感情的コミットメントや計算的コミットメント
といったように、多次元的に捉えることが可能である。たとえば、Anderson and Weitz (1992) 
や Morgan and Hunt (1994) は 1次元、Gilliland and Bello (2002) や久保田 (2012) は 2次元、
Gruen, Summers and Acito (2000) は 3次元でコミットメントを捉えている。しかし、久保田 
(2012) は、3次元的把握は未だその妥当性が確認されておらず、1次元的ないしは 2次元的
に把握することが適当だと述べる。さらに、リレーションシップ・マーケティングを包括
的に捉える際には 1次元的把握が有効であり、コミットメントの影響やその性質を検討す
るためには 2次元的把握が有効であると主張している。 
信頼について詳しくは後述するが、信頼が必要となる状況は情報が正確でないと損をす
る場合や資源の価値について不確実性が高い場合である (山岸 1998)。したがって、相手が
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誠実な対応をすることがわかっていれば、信頼は不必要である。しかし、現実的には相手
の行動を規制することは困難であるため、リレーションシップ・マーケティングでは信頼
の醸成が重要視される。また、信頼はコミットメントの先行要因であることが多くの研究
者によって実証されていることもここで指摘しておきたい (Morgan and Hunt 1994; Palmatier, 
Dant and Grewal 2007; Wilson 1995; 久保田 2012)。 
Palmatier et al. (2006) はリレーションシップ・マーケティング研究の関連文献を 100以上
集めてメタ分析を行い、先行研究で提示されてきた概念を先行要因、媒介変数、成果変数
に分類したモデルを構築し、それぞれの影響関係を検証した。その結果、媒介変数である
コミットメントや信頼はクチコミ意向やロイヤルティといった成果に強く影響を及ぼすこ
とを明らかにした。そして、それらの先行要因としては、売り手の専門性 (seller expertise) や
コミュニケーションの量や質が挙げられると指摘している。コミュニケーションを行うこ
とにより行為者間の考えの不一致を減少させることができたなら、コミットメントや信頼
を形成することができるため、一度築いた関係性を長期継続的なものにすることができる。
考えの不一致を解消することが求められるため、コミュニケーションの量のみに注目する
のではなく、その質も取り上げている点には留意したい。 
 
第 4項 リレーションシップ・マーケティングにおける成果 
リレーションシップ・マーケティングは関係性を管理することに注目したマーケティン
グ・パラダイムであり、関係性を維持するなかで顧客と価値を共創することが課題となる。
したがって、その成果として多くの研究で協力 (cooperation) という変数が挙げられる 
(Anderson and Narus 1990; Morgan and Hunt 1994; Palmatier et al. 2007)。 
他にも、コミットメントや信頼を高めることで、企業への愛着が生じ継続的に商品・サ
ービスを利用したいという態度的・行動的ロイヤルティ、クチコミ意向が向上することが
先行研究から明らかになっている (e.g. Anderson 2005; Morgan and Hunt 1994; Palmatier et al. 
2006, 2007; 久保田 2012)。 
 
第 5項 リレーションシップ・マーケティング研究のまとめ 
ここまでのレビューを通じて明らかになるのは、リレーションシップ・マーケティング
は誰とどのような関係性を結ぶかを選定し、一度結んだ関係性をどのように維持あるいは
締結させるかといった関係性の管理を中核とした研究分野だということである。関係性を
管理する上ではコミットメントや信頼という概念に注目が集まり、それらを高めることで
クチコミや協力といった成果につながることがこれまでの研究から明らかになった。クチ
コミや協力といった成果からわかるように、消費者を単なる受動的な存在として扱うので
はなく、積極的に働きかけることで価値を共に作り上げることのできるパートナーと捉え
ている点にリレーションシップ・マーケティングの特徴がある。 
以上のように、媒介変数やその先行要因、成果まで幅広く検討されているリレーション
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シップ・マーケティング研究であるが、そこには見過ごされてきた点がある。消費財マー
ケティングではその多くが小売業や卸売業といった中間業者が介在するため、製造企業が
最終顧客と直接関係性を結ぶことが困難な点である (久保田 2003b)。そのため、製造企業
は消費者との間に直接関係性を構築するのではなく、ブランドや製品といった自社企業が
直接管理することのできる媒介物を通して関係性を結ぶ必要がある (Fournier 1998; 和田 
2002)。そのなかでも、ブランドは消費者と企業を結ぶ結節点として機能することが指摘さ
れており (陶山・梅本 2000)、消費者市場を対象にリレーションシップ・マーケティングを
検討する上では無視することのできない概念である。そこで次にブランド研究を検討した
い。 
 
第 2節 ブランド研究 
第 1項 ブランドとは 
Aaker (1991) がブランド・エクイティという概念を提示して以降、ブランド概念は世界中
で注目され活発に研究が行われるようになった。そこで Aaker (1991) が定義したブランド
とは、「ある売り手あるいは売り手のグループからの財またはサービスを識別し、競争業者
のそれから差別化しようとする特有の (ロゴ、トレードマーク、包装デザインのような) 名
前かつまたはシンボル」(p.7; 邦訳 p.9) である。ブランド概念には他にも多くの定義がある。
たとえば、American Marketing Association (AMA) はブランドを「ある売り手や売り手グル
ープの財やサービスを識別したり、競合他社のそれらと差別化するための名前、言葉、サ
イン、シンボル、デザイン、あるいはその組み合わせ」(Bennet 1995, p.25) と規定する。他
にも、Kapferer (1992) は「ネームあるいは製品やサービスに印刷あるいはマークされている
印」(p.15) と定義する。このように、1990年代初頭の定義ではブランドを競合他社あるい
はその製品・サービスから差別化するために自社ないしはその製品・サービスに付与され
る名前やロゴ、シンボルと捉えている。 
しかし、陶山 (2002) は名前やサインなどそれ自体はブランドにはならないと指摘する。
そして、それらは単なるブランド要素でしかなく、こうした記号が財やサービスと一体に
なりある一定のまとまりを持つ意味情報を発信したときにはじめてブランドになるとし、
「自社およびその製品・サービスを識別したり差別化するための一定のまとまりとその意
味を持つ記号情報の集合」(p.63) をブランドと定義した。石井 (1999) もまた、ブランドの
持つ意味に注目し、「メッセージ性を持つあるいは、実体に左右されない独自の価値を持っ
たネーム」(p.112) をブランドと捉えている。O’Guinn and Muniz (2009) も、ブランドの意味
性を強調し、ブランドを「消費者が共有する意味の器 (vessel)」(p.174) であると端的に規
定している。 
これらの定義を概観すると、初期のブランド研究ではブランドを競合他社の製品やサー
ビスと差別化するためのロゴやサインと定義づけていたが、次第にブランドとはその名称
から連想される象徴的な意味やメッセージを含めたものへと変化したことがわかる。この
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ようなブランド概念の変化から、本論文ではブランドを陶山 (2002) の定義に従い規定する。 
青木 (2006) はブランドに関連する研究を、その研究が報告された時代によって大きく 3
つに分類できると述べる。それらは、マーケティング活動の結果としてのブランド・エク
イティの時代、マーケティング活動の起点としてのブランド・アイデンティティの時代、
マーケティング活動の仕掛けとしてのブランド・エクスペリエンスの時代である (表 2)。 
 
(表 2) ブランド研究の変遷 
時代区分 1985~95年 1996~99年 2000年~ 
主たる 
ブランド概念 
ブランド 
エクイティ 
ブランド 
アイデンティティ 
ブランド 
エクスペリエンス 
ブランドの 
位置づけ 
マーケティングの 
結果 
マーケティングの 
起点 
マーケティングの 
仕掛け 
基本認識 無形資産的価値 
ブランドの 
あるべき姿 
ブランドの 
経験価値 
(出所) 青木 (2006, p.18) を参考に筆者作成 
 
この区分に従うと、ブランド・エクイティ論が登場することで、ブランドは無形の資産
と考えられるようになり、マーケティング活動を行った結果としてのブランドと評価され
るようになった。その後、ブランド・アイデンティティ概念が提唱されてからは、利害関
係者間で当該ブランドのアイデンティティを明確にし、共有することによって強力なブラ
ンドを構築することができると論じられるようになる。すなわち、起点としてブランド・
アイデンティティが捉えられた。さらに、より強力なブランドを構築する上で、消費者が
ブランドと接するコンタクト・ポイントやそこで消費者が経験するブランドの経験的価値
の管理といった具体的な議論である、ブランド・エクスペリエンス概念へと関心が移行し
た。以下ではそれぞれの概念に注目してより詳細にブランド研究を整理したい。 
 
第 2項 ブランド・エクイティ 
まず、検討するのはマーケティング活動の結果としてのブランド、ブランド・エクイテ
ィ研究である1。前述したとおり、ブランド・エクイティとは Aaker (1991) が提示した概念
である。Aaker (1991) はブランド・エクイティを「ブランド、その名前やシンボルと結びつ
いたブランドの資産と負債の集合である。そしてエクイティは、企業かつまたは企業の顧
客への製品やサービスの価値を増やすか、または減少させるもの」(p.15; 邦訳 pp.20-21) と
                                                   
1 それ以前にもブランド・ロイヤルティに関する研究が行われていたが、そこではブランドを「手
段としてのブランド」と考えていた (青木 2011)。そして、ブランド・ロイヤルティを特定のブ
ランドを集中的あるいは継続的に購買する傾向と捉え (青木 2010)、その定義や測定尺度を主に
研究していた (和田 2002)。本論文では青木 (2006) の区分に従い、関係性に焦点があたったブ
ランド・エクイティ概念以降のブランド研究を概観する。 
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定義し、5つの要素、(1) ブランド・ロイヤルティ、(2) 名前の認知、(3) 知覚品質、(4) ブ
ランド連想、(5) 他の所有権のあるブランド資産から構成されると考えている。 
ブランド・エクイティ概念が提唱されるまでは、ブランドはマーケティング上のネーミ
ング、すなわち「手段としてのブランド」と捉えられ、他社の商品と区別するために用い
られていた。しかし、ブランド・エクイティ論によりブランドを資産として扱うことの意
義が説かれたことで、ブランドの維持や強化を通じてブランドは管理できるという認識が
広がった (青木 2006)。実際、企業はブランド・エクイティを構築することにより、ライバ
ル企業から価格競争以外の面で競争優位を獲得できるようになるとともに、M&Aの決定や
株式市場からも肯定的な反応が得られる (Aaker 1991; Mahajan, Rao and Srivastava 1994; Yoo, 
Donthu and Lee 2000)。そのため、ブランド・エクイティは企業にとって重要な管理指標と
して扱われている。 
Keller (1993) も同時期に、顧客ベースのブランド・エクイティという概念を提示し、その
定義を「あるブランドのマーケティング活動に対する消費者の反応にブランド知識が及ぼ
す差別化効果」(Keller 1998, p.45; 邦訳 p.78) としている。この概念は、Keller が顧客ベース
という用語を用いていることからわかるように、Aakerの提示する企業の管理指標的な意味
でのブランド・エクイティとは異なり、消費者行動の視点からブランド・エクイティを捉
えている。顧客ベースのブランド・エクイティの特徴は、その源泉を消費者の持つブラン
ド知識に求めている点である。ブランド知識を構成する要素にはブランド認知とブラン
ド・イメージがあり、ブランド認知はさらにブランド再生とブランド再認、ブランド・イ
メージはブランド連想のタイプ、好ましさ、強さ、ユニークさに分けられる (図 2)。 
 
(図 2) ブランド知識の構造 
 
(出所) Keller (1993, p.7) を参考に筆者作成 
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Keller (2008) は他にも、顧客ベースのブランディング・エクイティ・ピラミッドという概
念モデルを提示した (図 3)。そこで、企業が強いブランドを構築する場合、4つの段階を踏
まなければならないと主張している。第 1段階目は、起点としてのブランドの構築、すな
わちブランド・アイデンティティを明確化し共有することである。第 2段階目は、ブラン
ドに意味を付与することである。顧客の心にブランド・ミーニングの総体を構築すること
によって、ブランドがより豊かな存在になる。第 3段階目は、ブランド・アイデンティテ
ィとブランド・ミーニングに対し、顧客が適切に反応 (レスポンス) するように仕向けるこ
とである。第 4段階目は、ブランドへの顧客の反応を変化させ、顧客とブランドの間に強
い関係性を構築することである。久保田 (2009) は第 4段階目のブランドとの関係性におい
て、企業の目標は顧客とブランドとの同一化だと指摘し、ブランドとの同一化を果たし当
該ブランドを「もう一人の自分」と捉えるからこそ無償にもかかわらず、積極的にブラン
ドの支援活動をするといった消費者の行動を説明することができるとしている。 
ミーニングとレスポンスにあたる 2層と 3層がそれぞれ左右に分割されているが、それ
は左側のパフォーマンスとジャッジメントが合理的なルートを、右側のイメージとフィー
リングが情緒的なルートを示しているためである。強固なブランドを構築するためには理
性的で合理的な側面と好き嫌いといった主観的で情緒的な側面の双方が必要であり、その
結果として交換的関係と共同的関係を強化し、ブランド・リレーションシップを形成する
ことができる。 
 
(図 3) 顧客ベースのブランド・エクイティ・ピラミッド 
 
(出所) Keller (2008, p.60) を参考に筆者作成 
 
ここまで検討してきたように、ブランド・エクイティの形成にはブランドのアイデンテ
ィティが基礎となる。ブランドのアイデンティティが明確だからこそ消費者自身のアイデ
ンティティと一致していると認識され、ブランドとの同一化といったレゾナンスに到達す
ることが可能となる。 
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第 3項 ブランド・アイデンティティ 
ブランド・アイデンティティは Aaker (1996) によって提唱された概念であり、「ブランド
戦略策定者が創造したり維持したいと思うブランド連想のユニークな集合である。この連
想は、ブランドが何を表しているかを示し、また組織の構成員が顧客に与える約束を意味
する。」(p.68; 邦訳 p.86) と定義される。換言すると、ブランド戦略策定者が消費者にブラ
ンドをどう知覚して欲しいかといった考えをまとめたものがブランド・アイデンティティ
である。ブランド・アイデンティティは 4つのブランド、製品としてのブランド、組織と
してのブランド、人格としてのブランド、シンボルとしてのブランドから構成され、そこ
にはコア部分と拡張部分が存在する (Aaker 1996)。 
陶山・梅本 (2000) は Aakerが示したブランド・アイデンティティの構成要素を階層構造
で示した (図 4)。それによると、ブランド・アイデンティティとは、シンボルとしてのブラ
ンドといった 1次連想、人格としてのブランドや組織としてのブランド、製品としてのブ
ランドといった 2次連想が有機的かつ階層的に統合化されることによって形成される。ピ
ラミッドの下層に位置するブランド連想ほど具体的であり、上層に行くほど連想が抽象化
されるといった特徴を持つ。これらの要素を統合的に管理することで強固なブランド・ア
イデンティティが形成される。 
 
(図 4) ブランド・アイデンティティの構造 
 
(出所) 陶山・梅本 (2000, p.37) を参考に筆者作成 
 
ブランド・アイデンティティは、構成要素が階層化されており構築が困難である。それ
にもかかわらず、この概念が注目されている理由は、(1) ブランド・エクイティ戦略を進化
させ、顧客ベースでのブランドの価値増大過程を明確化できること、(2) ブランド戦略問題
を戦略事業単位や企業全体のマーケティング戦略、経営戦略のレベルに高めたこと、(3) リ
レーションシップ・マーケティングの新たな展開方向を指し示したことといった 3つの意
義が存在するためだと考えられる (陶山・梅本 2000)。 
以上のような構成要素を管理することで企業がブランド・アイデンティティを構築しよ
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うとも、消費者の持つブランド・イメージとの間には何らかのズレが生じるものである (新
倉 2002)。陶山・梅本 (2000) がブランド・アイデンティティを「事前的ブランド像」、ブ
ランド・イメージを「事後的ブランド像」と表現していることからわかるように、それぞ
れは何らかの過程を通じて事前と事後に分けられる。その過程とはブランド・コミュニケ
ーションにほかならない。ブランド・コミュニケーション活動には競争業者のコミュニケ
ーションや受け取り手の好み等種々のバイアスがかかっており、その結果として形成され
る消費者の持つブランド・イメージとブランド戦略策定者の考えるブランド・アイデンテ
ィティを一致させることは困難である。そのズレを解消するため、ブランド・コミュニケ
ーションに対する関心が高まったのである。 
 
第 4項 ブランド・エクスペリエンス 
1990年代までのブランド論は主に、ブランド・エクイティやその蓄積を目指すブランド・
アイデンティティといった資産的側面に関心が集まっていた。しかし、2000 年以降になる
とより具体的な側面である仕掛けとしてのブランド、すなわちブランド・エクスペリエン
ス (ブランドの経験価値) に関する研究が進められるようになった。ここでの議論は、顧客
がブランドと接点を持つコンタクト・ポイントを管理することで、ブランドの経験価値を
高めることにある。 
代表的な研究者としては、Pine and Gilmore (1999) と Schmitt (1999, 2003) が挙げられる。
Pine and Gilmore (1999) は経験経済という概念を提示し、経済価値はコモディティから製品、
サービス、経験、変革へと順に変遷していくことを指摘した。コモディティは代替可能品
であるが、それが製造を通じて製品になることで、製品に特有の価値が備わり、差別化が
可能となる。しかし、競合他社が同様に製品を市場に供給すると製品間の差は減少してし
まうため、サービスによる差別化が有効な手段となる。価値の源泉がサービスへと移行す
ると、同様に他社もサービスを強化するため、またしても差別化が困難になる。このよう
な価値の変遷が繰り返され、最終的には変革へと価値が移り変わる。そして、Pine and 
Gilmore (1999) は製品やサービスそれ自体での差別化が困難になった今日では、経験価値の
提供こそが企業に求められている課題であると指摘する。 
Schmitt (1999) は、この経験価値を提供するための枠組みとして、経験価値マーケティン
グを提唱した。そして、SENSE (感覚的経験価値) や FEEL (情緒的経験価値)、THINK (創造
的・認知的経験価値)、ACT (肉体的経験価値とライフスタイル全般)、RELATE (準拠集団や
文化との関連付け) という 5つの経験領域を通じて消費者に訴えることが有効であると主
張する。これを戦略的経験価値モジュール (strategic experiential modules) と呼ぶ。この考え
では、機能や価格といった実用的価値に重きを置くのではなく、消費者の感情に関わる快
楽的価値に焦点を置いたマーケティング戦略が軸になる。経験価値マーケティングでは消
費経験や廃棄経験も重要視するため、これまで以上に長期的な観点でブランドが消費者に
提供できる価値を捉えることが必要である。 
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ところで、和田 (2002) によると製品が消費者に提供する価値は 4つ、基本価値、便宜価
値、感覚価値、観念価値に分類できる (図 5)。基本価値とは製品の必要条件を示す価値であ
る。たとえば、時計であれば、時を正確に刻むことが基本価値として説明できる。便宜価
値とは、製品の購入や消費に関わる便宜性であり、使い勝手の良さや値ごろ感を意味する。
感覚価値とは、消費者の五感を刺激する価値である。観念価値とは、歴史やストーリーと
いった意味や解釈が付与された価値である。このピラミッドが通常とは異なり、逆ピラミ
ッドになっている理由は、消費者の受け取る価値は上に行くほど重要性が増すことを意味
するためである。 
 
(図 5) 製品の価値構造と形態 
        
(出所) 和田 (2002, p.19) を参考に筆者作成 
 
和田 (2002) は感覚価値と観念価値が混ざり合ったものこそがブランド価値だと指摘し、
製品力を超えた何らかの付加価値としてブランド価値を説明している。このようなブラン
ド価値を消費者に提供することができれば、ブランドと消費者の間に強い絆が形成され、
競争優位を獲得することができる (畑井 2002)。そのため、ブランドに特有の経験価値を提
供するためには、他のブランドでは味わうことのできない感覚価値と観念価値を提供する
ことが課題となる。 
 
第 5項 ブランド研究のまとめ 
ブランドは当初、他のブランドと識別あるいは差別化するための手段と捉えられていた。
そのため、ロゴや名前といった要素が定義として注目されていたが、研究が進むに連れ、
そのロゴや名前から連想されるイメージを含めたブランド知識がより重要であると考えら
れるようになった。そのなかで、ブランドの資産的価値に注目するブランド・エクイティ
概念、ブランドの本質的な姿に注目するブランド・アイデンティティ概念、ブランドから
得られる経験価値に注目するブランド・エクスペリエンス概念に対する関心が高まり、い
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かに強いブランドを構築し、管理するかが議論されてきた。そして、企業が強いブランド
を作り上げ消費者とブランドの間に長期継続的な関係性を構築することができたなら、苛
烈な競争市場で競争優位を獲得できることが次第に論じられるようになった (e.g. Aaker 
and Joachimsthaler 2000; Keller 2008)。 
消費財を対象にリレーションシップ・マーケティングを考えると、企業と消費者の間に
は中間業者が介在するため、企業が消費者と直接相互作用を行い関係性を構築することが
困難である。そのため、ブランドを媒介物として築く絆が求められた。ブランド研究でも
長期的な関係性が企業に競争優位をもたらすことから関係性という概念に注目が集まるよ
うになった。このように、リレーションシップ・マーケティング研究とブランド研究にお
いて、目指すべき方向性に一致が見られるようになったことから、リレーションシップ・
マーケティング研究とブランド研究といった異なる研究パラダイムの統合が望まれるよう
になった (青木 2011; 久保田 2003a)。その方向性の 1つとして、ブランド・リレーション
シップ研究への関心が高まり、1990年代後半から研究が盛んに行われている。 
 
第 3節 ブランド・リレーションシップ研究 
第 1項 ブランド・リレーションシップとは 
ブランド・リレーションシップは、Fournier (1998) が提唱した概念であり、それ以降多く
の研究者の関心を集めている。ブランド・リレーションシップとは、消費者とブランドと
の間に結ばれている関係性のことである (Fournier 1998)。近年、Fournier, Breazeale and 
Fetscherin (2012) やMacInnis, Park and Priester (2009) といったブランド・リレーションシッ
プ論の第一人者が編集した論文集が出版されていることからも、この概念へ関心が寄せら
れていることが分かる。 
Fournier (1998) はリレーションシップ・マーケティング研究とブランド研究、とりわけブ
ランド・ロイヤルティ研究の問題点に注目し、それを解決するためにブランド・リレーシ
ョンシップ概念が重要であると指摘した。その問題点とは以下のとおりである。リレーシ
ョンシップ・マーケティング研究では顧客の収益性ばかりに着目しており、顧客の観点か
らの考察が抜け落ちている。ブランド・ロイヤルティ研究では消費者が継続的に購買して
いるかどうかといった行動面に関しては議論が活発にされてきたが、ブランド・ロイヤル
ティがなぜ、ないしはどのように形成されるかといった態度面に関しての議論が行われて
いない (Webster 1992も参照)。このような問題を解決する概念がブランド・リレーションシ
ップであるため、ブランド・リレーションシップ研究では顧客視点からの考察やその形成
過程に主眼を置いている。 
ブランド・リレーションシップ研究では、ブランドと消費者の関係はヒエラルキー的な
構造を持つ関係ではなく、水平的なパートナーと捉えられる (Fournier 1998; 和田 2002)。
パートナーとしての観点を取り入れることにより、価値を共創するといったリレーション
シップ・マーケティング研究において強調されてきた点にも注目が集まっていることがわ
  
17 
 
かる。 
ブランドのように、生命を持たない対象との間に関係性を構築するという議論の背景に
はアニミズムの考え方がある。アニミズムとは Tylor (1871) が提唱した概念であり、自然界
の諸事物に霊魂や精霊などが存在することを認め、このような霊的存在に対して信仰する
ことである (菅野 2011)。この視角を取り込むことによって、ブランドのように非物質的な
存在であってもそこには魂が宿ると認識し、消費者がブランドと積極的に相互作用を行う
ことで、強固な関係性が構築されると考えることができる (Aaker 1996)。 
このようなことから、プロモーションで特定のパーソナリティやイメージをブランドへ
直接付与すること、あるいは特定のパーソナリティやイメージを有するスポークスパーソ
ンを利用することが、ブランド・リレーションシップを築く上では有効である (Aaker 1997; 
Fournier 1998)。これは消費者にブランド知識を蓄えさせることを意味するが、そのような
手段がブランド・リレーションシップ形成に有効だということである。 
 
第 2項 ブランド・リレーションシップのダイナミズム 
ブランド・リレーションシップを検討する上では、そのダイナミズムを考慮する必要が
ある。Duncan and Moriarty (1997) は Cross and Smith (1995) が企業とステークホルダーの絆
を 5段階に分類した枠組みに従い、ブランドと消費者の関係性を 5段階のレベルに分けた。
Cross and Smith (1995) による絆の 5段階とは、それぞれ認知 (awareness)、アイデンティテ
ィ、関係性、コミュニティ、推奨 (advocacy) に分けられる。第 1段階の認知とは、ブラン
ドの存在を認知することである。もともと、ブランドと消費者の間には関係が存在してい
ない。そこで、消費者にブランドを認知してもらい、他社の製品よりも先に連想するよう
に仕向け、シェアオブマインドを獲得することが求められる。この段階で消費者とブラン
ドとの相互作用は不要であり、求められるのはブランドから消費者への一方的なコミュニ
ケーションである。 
第 2段階は、ブランドと自己のアイデンティティを一致させる、すなわちブランドと同
一化することである。目標は、ブランドが消費者に提供する便益が消費者自身にとって価
値のあるものだと認識させることである。第 1段階同様にブランドから消費者への一方向
的なコミュニケーションが重要になる。 
第 3段階は、関係性を築くことである。ブランドと同一化を果たした消費者は継続して
同じブランドを利用するようになる。それにより、自己を表現することができるためであ
る。この段階になると、ブランドと消費者の関係は長期継続的なものになり、そこには関
係性が構築されるため、顧客とブランドの相互作用が行われる。 
第 4段階は、顧客が特定の場に集合するようになり、コミュニティを形成することであ
る。そこで顧客同士の相互作用を通じてブランドとの絆をより強くする。この段階では、
顧客とブランドの相互作用のみならず、顧客同士の相互作用も増加する。 
最後の段階は、推奨である。消費者は強い絆を結んだブランドのクチコミを積極的に行
  
18 
 
うが、クチコミには、情報発信者本人の信頼性が付与されるため情報としての信頼性も高
まる。その一方で、ブランドへの評価が情報発信者に否定的に影響する恐れがある 
(Reichheld 2003)。それにもかかわらず、クチコミを献身的にしてくれる消費者との間に結ば
れる絆こそが企業の目標となる。 
 
第 3項 ブランド・リレーションシップの構成要素 
ブランド・リレーションシップ研究では、ブランド・リレーションシップをさまざまな
要素から構成されると捉えている。たとえば、Park et al. (2009) や Thomson, MacInnis and Park 
(2005) はブランド・リレーションシップを考察する上で、自分自身とブランドのつながり
の強さを意味するブランド・アタッチメントに注目している。 
Escalas and Bettman (2003, 2005) は、自己とブランドの結びつき (self-brand connection) こ
そが重要だと強調する。自己とブランドの結びつきとは、ブランドとの同一化を意味し、
ブランドを通じて自己を表現することであり、その程度が高いほうが望ましい。絆の 5段
階でも示したように、消費者がブランドと同一化することは、ブランド・リレーションシ
ップを構築する上では欠かすことのできない要素である。 
また、 p.12で示した Keller (2008) によるブランド・エクイティ・ピラミッドも最上段に
ブランド・リレーションシップを配置している (図 3)。Keller (2008) は、ブランド・エクイ
ティの源泉はブランド知識であると考えており、そのエクイティを構築するための最終段
階としてブランド・リレーションシップが重要と捉えていることから、ブランド・リレー
ションシップをブランド知識の側面から把握していることがわかる。 
ブランドへの愛 (brand love) という概念にも近年注目が集まっており、Fournier et al. 
(2012) による論文集にはブランドへの愛に関する論文が 3本も載せられている。そのなか
で、Heinrich, Albrecht and Bauer (2012) はブランドへの愛は親密さと情熱、コミットメント
の 3要素から構成されると考えモデルを構築し、その妥当性を確認した。ブランドへの愛
の理論的枠組みとなっているものは、社会心理学者の Sternberg (1986) による愛情の三角理
論 (triangular theory of love) である。この理論では、愛情は 3つの構成要素、感情的要素の
親密性、動機的要素の情熱、認知的要素のコミットメントから成り立つとしている。一方
で、Batra, Ahuvia and Bagozzi (2012) は、より多くの概念から構成されると考えており、統
一的な見解はまだでていない。 
他にも、Fournier (1998, 2009) はブランド・リレーションシップの構成要素として、相互
依存 (interdependence)、愛・コミットメント、パートナーの質、自己との結びつき 
(self-connection)、親密さ (消費者からブランド)、親密さ (ブランドから消費者) という 6つ
の概念を提示した。そして、これらの要因から構成される上位概念をブランド・リレーシ
ョンシップ・クオリティ(BRQ) として説明した。BRQ にはブランドへの愛や自己とブラン
ドの結びつきといった概念が組み込まれており、前述の特定の概念のみに注目した研究と
異なり、ブランド・リレーションシップを包括的に検討している。 
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以上のように、既存研究ではブランド・リレーションシップを多くの概念を用いて説明
してきた。これは、ブランド・リレーションシップが多面的な側面を持つためにさまざま
な角度から捉えられることを意味する。これらの要素を消費者とブランドとの間で形成す
ることにより、消費者とブランドとの間に強固な関係性を築くことができる。また、ブラ
ンド・リレーションシップを強化するためには合理的側面よりも情緒的側面に注目が集ま
っており、後者の側面から強化される共同的関係がより重要と考えられてきたこともわか
る。なお、ブランド・リレーションシップは合理的側面からも強化されることが明らかに
されている点には留意したい (Ashworth, Dacin and Thomson 2009)。 
 
第 4項 ブランド・リレーションシップ研究のまとめ 
ブランド・リレーションシップに関する従来の研究ではいずれもブランド・リレーショ
ンシップを強化するためには情緒的な側面からのアプローチが有効であることを主張して
いる。問題は、いかに共同的関係を強化するかである。 
同時に、ブランド・リレーションシップ研究で見過ごされてきた点は、消費者同士の相
互作用といった社会性を考慮していない点である。とりわけ、今日の ICTが発展した社会
では消費者同士の関係性を無視する訳にはいかない。インターネットを利用することで消
費者が時間や空間を超えて自由に交流することが可能となり (池田・柴内 1997)、消費者間
の相互作用が急激に増加したためである。たとえば、世界最大の SNS (ソーシャルネットワ
ーキングサービス) である Facebook上には数多くのコミュニティが存在し、消費者間の相
互作用が繰り広げられている (Zaglia 2013)。さらに、消費行動でも、個人で商品やサービス
を消費するのではなく、集団で消費する傾向が見られるようになった (Cova 1997)。 
このような変化に対応するため、消費者とブランドとの関係性のみに注目するのではな
く、消費者同士のつながりといった社会性も加えて消費者行動を考察する必要がある。そ
こで注目されるようになったのが特定のブランドを好む消費者を中心に構成されるブラン
ド・コミュニティである。今日の消費者を取り巻く環境を考慮すると、消費者とブランド
との関係性に社会性を加えたブランド・コミュニティ研究の観点から消費者行動を捉える
ことが求められよう。 
 
第 4節 小括 
本章ではブランド・コミュニティ研究の意義を確認するため、リレーションシップ・マ
ーケティング研究やブランド研究、ブランド・リレーションシップ研究を検討してきた。
企業は消費者との間に強固な関係性を築くことで消費者のロイヤルティを高めることがで
きる。この関係性概念は幅広く用いられており、企業間や消費者と企業との関係性のみな
らず、消費者とブランドとの間に生まれる関係性としても議論されている。 
消費者とブランドとの間の関係性は 2つの側面から強化される。第 1は、合理的な側面
であり、それは交換的関係を強化する。第 2は、情緒的な側面であり、それは共同的関係
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を強化する。そのなかでもとりわけ重要と考えられているのは情緒的な側面により強化さ
れる共同的関係であることがこれまでの研究によって示されている。 
既存研究における課題の 1つは社会性を考慮してこなかった点である。リレーションシ
ップ・マーケティング研究やブランド・リレーションシップ研究で注目しているのは消費
者と企業あるいはブランドとの間に結ばれるダイアドな関係性のみであり、消費者同士の
関係性を加えた議論が展開されているわけではない。これが消費者とブランドとの関係性
に、消費者同士の関係性といった社会性を加えたトライアドな観点から消費者行動を考察
するブランド・コミュニティ研究が注目されるようになった所以である。 
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第 2章 ブランド・コミュニティ研究 
第 1節 ブランド・コミュニティ研究の概要 
第 1項 ブランド・コミュニティ概念とその特徴 
ブランド・コミュニティという用語が学術的に用いられ始めたのは、Muniz and O’Guinn 
(1996) による研究からである。その 5年後、同研究者らによって書かれた論文、“Brand 
Community” が Journal of Consumer Researchに掲載されて以降、当該分野に関する研究が数
多く発表された。Muniz and O’Guinn (2001) はブランド・コミュニティを「当該ブランドを
好む人々の社会的関係から構成される、地理的な制約を伴わない特殊なコミュニティ」
(p.412) と定義している。この定義からは、ブランド・コミュニティが特定のブランドを好
む人々を中心に構成される点、地理的な制約を伴わない点、社会的関係から構成されてい
る点で特徴的であることがわかる。地理的な制約に縛られないため、インターネットの普
及によってブランド・コミュニティの数は増加している (Casaló, Flavián and Guinalíuw 2008; 
Kuo and Feng 2013; Zaglia 2013)。また、社会的関係によって構成されるということは、メン
バーが水平的なつながりによって結ばれていることを意味する (Adler and Kwon 2002)。 
Muniz and O’Guinn (2001) によれば、ブランド・コミュニティには 3つの要因が存在ため
に、単なる消費者集団とは異なる存在として区別される。それらは、同類意識、儀式と伝
統、そして道徳的責任感である。詳しくは後述するため、以下ではそれぞれの要素を簡潔
に説明する。 
第 1は、同類意識 (consciousness of kind) である。これは、メンバーに対する同質性とも
捉えられるが、同類意識は単なる同質性以上のものであり、意識や物事に対する考え方の
共通性と考えられる。ブランド・コミュニティのメンバーは、Bender (1978) が「われわれ
意識 (we-ness)」と呼ぶ意識を共有している。メンバーにとっては、ブランドとの関係性も
重要だが、それ以上に消費者同士のつながりが大切である。また、対抗的ブランド・ロイ
ヤルティと呼ばれる、ライバルブランドに対して持つライバル心もそこには内在している。
外に対するライバル心が、内における同類意識を活性化させるのである。 
第 2は、儀式と伝統 (rituals and traditions) である。儀式とは、たとえば自動車の SAAB
の運転手同士が道路ですれ違うときに警笛を鳴らし合うといった、あるブランドのファン
の間で共有されている特有の行為のことである。伝統とはブランドの歴史を賞賛すること
や、ブランド・アイデンティティを体現するような話を共有することである。その話の内
容には、いわゆる神話や各メンバーが当該ブランドを通じて得た個人的な経験が含まれる。
儀式と伝統には、当該ブランドの持つアイデンティティを新規メンバーに伝えることや、
同じ経験をしたメンバー同士がそれを共有することで同類意識を高めるといった効果があ
る。 
ただし、儀式や伝統は、すべてのコミュニティで確認されるわけではない (Muniz and 
O’Guinn 2001)。たとえば、歴史の長いブランドのコミュニティは歴史の短いそれよりも、
儀式や伝統といった要素が明確であったと報告されている (Schau and Muniz 2002)。儀式や
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伝統が生まれるには一定の時間が必要なためである。このことから、儀式と伝統はブラン
ド・コミュニティを識別する要因として機能するが必須な要素とは認められない。 
第 3は、道徳的責任感 (moral responsibility) であり、コミュニティやメンバーに対する責
任感、そして義務のことである。たとえば、初心者に対する商品の使用方法の手助けなど
がこれにあたる。このような行動が行われることによって、コミュニティが価値ある場と
して機能するため、道徳的責任感はコミュニティが長期継続的に維持される上で必須の要
因である。高い道徳的責任感を有し積極的にコミュニティで活動を行うメンバーはハード
コア・メンバーと呼ばれる。ハードコア・メンバーはブランドに対する関与が高く知識も
豊富であり、商業的な意図を持たずに行動するため、ブランド・コミュニティは企業が関
わることなく運営される場合もある。 
 
(図 6) ブランド・コミュニティの構成要素 
 
(出所) 羽藤 (2013, p.112) を参考に筆者作成 
 
ブランド・コミュニティは特定のブランドを好む人々を中心に形成される集団であるた
め、各メンバーはブランドとの絆を共通して持つ (図 6)。メンバー間の相互作用からは儀式
や伝統が生まれ、それが不文律ないしは成文律として浸透していくことになる。さらに、
メンバーはブランドとも相互作用を行い、ブランドの CMやキャッチコピーのような商業
由来のものから儀式や伝統が生まれる点で、他の一般的なコミュニティとブランド・コミ
ュニティは大きく異なる。 
ここで提示した要素の多くはブランド・コミュニティのみならず、地域に基づくコミュ
ニティ等でも同様に確認できる。しかし、メンバーが、大量生産されブランド化された商
品を中心に他のメンバーと結びついていることを自覚している集団であるという点におい
てブランド・コミュニティは特殊である (Muniz and O’Guinn 2001)。また、メンバーは共通
の絆のみでつながっているために、ブランドから遠ざかると、他のメンバーと関わること
  
23 
 
が少なくなってしまうといった特徴もある (Cova, Pace and Park 2007)。なお、ブランド・コ
ミュニティでは必ずしも対面を必要とせず、他にメンバーがいることを想像できるかどう
かが重要である。このことから、ブランド・コミュニティは想像の共同体 (imagined 
community) ともいわれる (Anderson 1983; Muniz and O’Guinn 2001)。 
コミュニティに参加したメンバーは、ブランドとの相互作用を通じて、他にも自分と似
たメンバーがいることを認識する。そして、メンバーとブランドとの間に結ばれる関係性 
(以下、ブランドとの関係性) という絆を共通して持つため、メンバー同士の関係性を構築
する。さらに、メンバー同士の関係性を介して、ブランドとの絆が強化されるという反転
も生じうる (McAlexander, Schouten and Koenig 2002)。すなわち、メンバー同士の関係性と
ブランドとの関係性の間には、相互に強化ないしは弱化する双方向の因果関係が存在する。 
 
第 2項 ブランド・コミュニティにおける関係性 
Muniz and O’Guinn (2001) の議論では、ブランド・コミュニティには 2つの関係性、メン
バーとブランドとの関係性、メンバー同士の関係性が存在することを前提にしている。つ
まり、図 7左図にあるようなメンバーとブランド、メンバー同士のトライアドな関係性を
考慮している点で、顧客とブランドのダイアドな関係性を前提としたブランド・リレーシ
ョンシップの議論から発展している。 
 
 (図 7) ブランド・コミュニティに見られる関係性
 
(出所)  McAlexander et al. (2002, p.39) を参考に筆者作成 
 
この議論に対し、McAlexander et al. (2002) はメンバーとブランド、メンバー同士の関係
性だけではブランド・コミュニティのすべてを説明することは困難であり、他の構成要素
を加えて考察する必要があると指摘した。McAlexander et al. (2002) は焦点となるメンバー
を設定し、焦点メンバーと製品との関係性、そしてマーケター (企業) との関係性を加える
ことで、図 7右図のようなメンバー中心のブランド・コミュニティ概念2を提示した。 
                                                   
2 McAlexander et al. (2002) はメンバーではなく顧客 (customer) という用語を用いているが、本
論文ではコミュニティに参加している顧客を対象に議論していることを強調するため、顧客では
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この概念は、ブランド・コミュニティを考察する上で有用だが、企業 (製品) ブランドの
コミュニティを扱う際には企業 (製品) とブランドを区別することが困難であるといった
問題がある。実際、いくつかの研究でMcAlexander et al. (2002) の尺度を基に消費者調査を
行い、探索的因子分析をした結果、4つの関係性に弁別されなかったという報告がされてい
る (e.g. Casablanca 2011; Stokburger-Sauer 2010)。そのため、メンバー中心のブランド・コミ
ュニティ概念は消費者行動を分析するためというよりは、企業側の管理指標的な視点とし
て扱うべきである。 
メンバー中心のブランド・コミュニティ概念には問題もあるが、ここから得られる示唆
もある。それは、特定のメンバーに焦点をあてブランド・コミュニティを考察するという
視点である。この視点からブランド・コミュニティを検討すると、メンバーは焦点メンバ
ーと他のメンバーに区別され、そこには 3つの関係性が存在する (図 8)。①焦点メンバーと
ブランドとの関係性、②メンバー同士の関係性、③他のメンバーとブランドとの関係性で
ある。すなわち、従来の研究でブランドとの関係性として扱われてきたものは、①焦点メ
ンバーとブランドとの関係性、③他のメンバーとブランドとの関係性に弁別される。前者
の関係性は、ブランド・リレーションシップ研究や既存のブランド・コミュニティ研究で
ブランドとの関係性 (ブランド・リレーションシップ) として扱われてきた関係性である。
他方、後者の他のメンバーとブランドとの関係性に関しては、ブランド・コミュニティ研
究で注目されることは少なかった (e.g. Zhou et al. 2012)。しかし、社会性を考慮する点に特
徴があるブランド・コミュニティを検討する上では、他のメンバーがブランドとの間に構
築している関係性が焦点メンバーに及ぼす影響も考慮すべきであろう。 
 
(図 8) メンバーベースのブランド・コミュニティ 
 
(出所)  McAlexander et al. (2002, p.39) を参考に筆者作成 
 
本論文では、特定のメンバーに焦点をあて、彼/彼女の視点から検討するブランド・コミ
ュニティをこれまでの企業視点から検討したブランド・コミュニティと対比させる形で、
メンバーベースのブランド・コミュニティとして概念化する。以下では、焦点メンバーと
                                                                                                                                                     
なくメンバーという用語を用いる。 
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ブランドとの関係性を「ブランドとの関係性」、他のメンバーとブランドとの関係性を「他
のメンバーとブランドとの関係性」として表記することでそれぞれの関係性を区別する。 
 
第 2節 ブランド・コミュニティにおける概念整理 
第 1項 概念整理の留意点 
本節では、既存のブランド・コミュニティ研究で提示されてきた諸概念を整理すること
で、ブランド・コミュニティがどのような概念から構成されているかを把握する。その際、
留意したい点が 2点ある。第 1は、ブランド・コミュニティがブランドとの関係性とメン
バー同士の関係性から構成されていることを前提に議論している研究は多いものの、双方
の下位構成概念を明示的に区別しているわけではない点である (e.g. Matzler et al. 2011; 
Scarpi 2010; Zhou et al. 2012)。 
第 2は、社会学におけるコミュニティ研究では外部環境の重要性が説かれていたにもか
かわらず (Suttles 1972)、ブランド・コミュニティ研究の多くがその点に注目できていない
点である。そのため、たとえばライバルブランドに注目した研究は非常に少ない (Hickman 
and Ward 2007; Muniz and Hamer 2001; Muniz and O’Guinn 2001)。したがって、ブランド・コ
ミュニティの外部環境も考慮することが求められる。 
 
第 2項 方法論 
ブランド・コミュニティ研究の概念整理を行う上で用いた方法を説明したい。本節では、
リレーションシップ・マーケティング研究の中核概念である媒介変数に関する研究を整理
する上で Palmatier et al. (2006) が用いた方法を参考にしている。具体的には、Journal of 
Marketingや Journal of Consumer Research、Journal of Business等で発表されたブランド・コ
ミュニティ研究、とりわけ定量的研究をレビューし、そのなかで各概念がどの程度の頻度
で有意な影響を及ぼすあるいは有意な影響を受けているかを計量して、一定の基準に従い
概念を抽出した。本論文で取り扱った研究は 30を超える (e.g. Algesheimer, Dholakia and 
Herrmann 2005; Anderson 2005; Bagozzi and Dholakia 2002, 2006; Carlson, Suter and Brown 
2008; Dholakia, Bagozzi and Pearo 2004; Hur, Ahn and Kim 2011; Marzocchi, Morandin and 
Bergami 2013; Matzler et al. 2011; Zhou et al. 2012)。Palmatier et al. (2006) が 100以上のリレー
ションシップ・マーケティング研究のメタ分析を行ったことと比較すると、本論文で扱っ
た研究の数は少ない。しかし、Casablanca (2011) が述べるようにブランド・コミュニティ研
究は新しい研究分野であり、定量調査の絶対数が少ないことから、ブランド・コミュニテ
ィ研究における概念整理を行う上では十分な数と判断する。このような段階を経ることで、
理論的にも経験的にも妥当性の高い概念のみを抽出することができ、客観性を保ちながら
概念を整理することができる。 
ここでは、(1) 先行要因と媒介変数、(2) 成果の 2つに概念を大別し、ブランドとの関係
性とメンバー同士の関係性の下位構成概念を検討する。異なる名称で同じ概念が用いられ
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ていることが予想されるため、はじめに 1つの概念を抜き出して定義し、それを参考にコ
ーディングを行った (表 3)。なお、先行要因と媒介変数に関しては、その概念から有意な影
響を及ぼしていることが確認できたものを、成果に関しては有意な影響を受けているもの
だけを抜き出している。 
先行研究で用いられてきた概念を計量し、今回基準とした水準である 4本以上の論文で
有意な影響を及ぼしていることが確認できた先行要因や媒介変数は①メンバー間の相互作
用、②ブランドとの同一化、③コミュニティとの同一化 (もしくは同類意識)、④道徳的責
任感、⑤コミュニティ・コミットメントが挙げられる。その多くはメンバー同士の関係性
の下位構成概念に注目が集まっている。 
成果変数も同様に 4回以上有意な影響を受けているものを抽出した。それによると、⑥
ブランド・ロイヤルティ、⑦クチコミといったように、ブランドとの関係性の下位構成概
念に着目していることが特徴として見られた。 
媒介変数かつ成果変数として注目されているのは⑧ブランド・コミットメントであり、
両者で扱われた回数を合計すると 4回以上取り上げられていることを確認することができ
た。ブランド・コミュニティに参加するメンバーは初期からある程度のブランド・コミッ
トメントを有していることが想定されると同時に、ブランド・コミュニティでの相互作用
を通じてブランド・コミットメントがさらに高まるためである。 
本章ではコミュニティ外にも着目しているため、上記の 8つの要因に加え、コミュニテ
ィの外部への意識も取り上げる。 
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(表 3) 概念の定義と代表的な研究 
概念 定義 代表的な研究 
先行要因と媒介変数  
メンバー間の 
相互作用 
コミュニティへの参加や他のメンバー
と相互作用を行う頻度 (Bagozzi and 
Dholakia 2006) 
Bagozzi and Dholakia 2006; 
Casaló et al. 2008; 
Woisetschläger, Hartleb and 
Blut 2008 
ブランドとの 
同一化 
消費者が自分自身のイメージとブラン
ドの持つイメージが一致していると考
える程度 (Bagozzi and Dholakia 2006) 
Carlson et al. 2008; Matzler et 
al. 2011; Phillips-Melancon 
and Dalakas 2014; Zhou et al. 
2012 
コミュニティと
の同一化 
メンバーがコミュニティと自分自身の
イメージが一致していると認識し、そ
れに対して好意的な感情を有すること 
(Algesheimer et al. 2005) 
Algesheimer et al. 2005; 
Carlson et al. 2008; Matzler et 
al. 2011; Scarpi 2010; Tsai, 
Huang and Chiu 2012 
道徳的責任感 コミュニティやメンバーに対する義務
や責任感 (Muniz and O’Guinn 2001) 
Algesheimer et al. 2005; 
Bagozzi and Dholakia 2006; 
Dholakia et al. 2004; Park and 
Cho 2012 
コミュニティ・ 
コミットメント 
コミュニティにおける関係性を継続す
ることに対して価値を認めた際に強調
される態度要因 (Hur et al. 2011) 
Hur et al. 2012; Kuo and Feng 
2013;Park and Cho 2012; 
Zhou et al. 2012 
成果   
ブランド・ 
ロイヤルティ 
好ましい製品・サービスを将来に渡っ
て継続的に購買、あるいはひいきし続
けることに対して深くコミットし続け
る状態 (Chaudhuri and Holbrook 2001) 
Algesheimer et al. 2005; 
Gummerus et al. 2012; 
McAlexander, Kim and 
Roberts 2003; Matzler et al. 
2011; Thompson and Sinha 
2008 
クチコミ 消費者間における非公式な当該ブラン
ドに関する情報交換 (Liu 2006) 
Carlson et al. 2008; Hur et al. 
2011; Scarpi 2005; 
Woisetschläger et al. 2008 
媒介変数かつ成果変数  
ブランド・ 
コミットメント 
情緒的かつ認知的な認識によって生じ
るブランドへの行動意図 (Kim, Morris 
and Swait 2008) 
Carlson et al. 2008; Casaló et 
al. 2008; Marzocchi et al. 
2013; Zhou et al. 2012 
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第 3節 ブランド・コミュニティを構成する概念 
第 1項 ブランドとの関係性 
(A) 愛顧ブランドとの関係性 
(1) ブランドとの同一化 
愛顧ブランドとの関係性を説明する概念として、多くの研究がブランドとの同一化に注
目している (Algesheimer et al. 2005; Bagozzi and Dholakia 2006; Carlson et al. 2008; 
Stokburger-Sauer 2010)。ブランドとの同一化とは、ブランドと自己のアイデンティティが一
致していると認識する程度を意味する (Carlson et al. 2008)。ブランドとの同一化を果たすこ
とで、メンバーはブランドを自らの一部ないしは延長と捉え、ブランドを通じて自己を規
定することになる (Belk 1988; Schau and Gilly 2003)。 
ブランド・コミュニティ研究におけるブランドとの同一化に関する見解は、必ずしも一
致していない。たとえば、Bagozzi and Dholakia (2006) では、ブランドとの同一化とブラン
ド・ロイヤルティの間には有意な影響が見られなかったことが報告されている。しかし、
Carlson et al. (2008) は、ブランドとの同一化はブランド・コミットメントに影響を及ぼすこ
とで間接的にブランド・ロイヤルティを高めることを指摘している。また、Algesheimer et al. 
(2005) は、Bagozzi and Dholakia (2006) の尺度と類似した項目を、異なる概念 (ブランド・
リレーションシップ・クオリティ) として扱い、それがブランド・ロイヤルティに有意な影
響を及ぼすことを実証研究により明らかにしている。 
以上のように、ブランド・コミュニティ研究ではブランドとの同一化が及ぼす影響に関
しては具体的に一致した見解が出ていないが、ブランドとの関係性を維持する上でブラン
ドとの同一化が重要概念であることはブランド・リレーションシップ研究からも明らかで
ある (e.g. Escalas and Bettman 2009; 久保田 2010)。 
 
(2) ブランド・コミットメント 
畑井 (2002) によると、ブランドとの関係性は自己の一部としてのブランド、ならびにパ
ートナーとしてのブランドの 2つに分けられる。この区分に従うと、ブランドとの同一化
はブランドを自己の延長と捉える視点であり、ここで注目するブランド・コミットメント
はブランドをパートナーと捉える視点で挙げられる概念である (Algesheimer et al. 2005; 
McAlexander et al. 2002; Muniz and O’Guinn 2001)。 
ブランド・コミットメントとブランド・ロイヤルティは類似した概念であるが、本論文
では両者を態度と行動により区別し、ブランド・コミットメント (態度) はブランド・ロイ
ヤルティ (行動) を促す要因とする立場を取る3 (Kim et al. 2008; 青木 2004)。ブランド・ロ
イヤルティは態度と行動の両方を含む概念と言われながらも、実証研究ではブランド・ロ
                                                   
3 本論文ではブランドへの態度と行動をブランド・コミットメントとブランド・ロイヤルティと
いう概念を用いて説明する。しかし、Chaudhuri and Holbrook (2001) や Jacoby and Chestnut (1978) 
のように、態度と行動を態度的ロイヤルティと行動的ロイヤルティというロイヤルティ概念を用
いて説明する研究者もいる。 
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イヤルティの尺度は反復購買の頻度を測定し、主として行動レベルに焦点をあてているた
めである (Fournier 1998)。なお、詳しくは後述するが、本章ではブランド・ロイヤルティを
行動的側面のみならず、認知的側面からも規定する。 
ブランド・コミュニティに参加するメンバーの多くはブランドに対して高いブランド・
コミットメントを有している。そして、コミュニティに参加することでブランドに関して
の知識を蓄えるなどしてブランド・コミットメントをさらに向上させる。そのため、既存
のブランド・コミュニティ研究において、ブランド・コミットメントは先行要因や媒介変
数として扱われることもあったが、ブランド・コミットメントが向上することでその後の
ブランド・ロイヤルティやクチコミといった行動を期待することができるため、成果とし
ても捉えられることが多い。 
 
(3) ブランド・ロイヤルティ 
ここまで議論してきた 2つの概念 (ブランドとの同一化およびブランド・コミットメント) 
は、いずれも愛顧ブランドへの態度に関するものであった。次に、愛顧ブランドへの行動
に関する概念を整理したい。ブランド・コミュニティ研究ではブランド・ロイヤルティが
成果変数としてよく用いられている (Adjei, Noble and Noble 2010; McAlexander et al. 2002, 
2003; Thompson and Sinha 2008)。メンバーからのロイヤルティを得ることは企業にとっての
大きな目標の 1つだからである。 
本論文ではブランド・コミットメントとブランド・ロイヤルティを態度と行動で区別す
ると述べたが、ブランド・ロイヤルティを再購買という行動からのみ計測することは不適
当であるとの指摘もある (Kim et al. 2008; Oliver 1999)。Kim et al. (2008) や Odin, Odin and 
Valette-Florence (2001) は行動的側面に加えブランドへの感度 (brand sensitibity) という認知
的側面からブランド・ロイヤルティを規定すべきと主張する。ブランドへの感度とは、ブ
ランド間の差異を知覚することができるかどうかといったことである。行動的なレベルで
の再購買と認知的なレベルでのブランド感度という 2側面からブランド・ロイヤルティを
捉えることにより、表面的なブランド・ロイヤルティと真のブランド・ロイヤルティを区
別することができる。そのため、本章ではブランド・ロイヤルティを行動的側面と認知的
側面から捉える。 
 
(4) クチコミ 
ブランド・コミュニティで顕著に見られる行動はクチコミである。ここでいうクチコミ
とは、愛顧ブランドに関する情報をブランド・コミュニティの内部や外部に向けて発信す
ることを意味する (Carlson et al. 2008; McAlexander et al. 2002; Scarpi 2010; Woisetschläger et 
al. 2008)。 
ブランド・コミュニティには、豊富な知識を持ち、積極的にコミュニティで活動するハ
ードコア・メンバーが多く存在している (Schouten and McAlexander 1995)。ハードコア・メ
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ンバーは道徳的責任感を有するために、初心者のサポートを積極的に行い質問にも答える。
そのような行動が行われるため、ブランド・コミュニティは消費者が情報探索を行う上で
の情報源として機能する (久保田 2003b, c)。羽藤 (2012a) はコミュニティへの帰属意識が
高いメンバーはオピニオン・リーダー度が高い傾向にあり、情報発信を積極的に行うとい
う結果を実証研究により明らかにしている。 
 
(B) ライバルブランドとの関係性 
(1) シャーデンフロイデ 
ライバルブランドへの態度として、まず注目されるのがシャーデンフロイデという感情
である。これは、もともと心理学で提唱されていた概念であり、Hickman and Ward (2007) に
よってブランド・コミュニティ研究に持ち込まれた。 
シャーデンフロイデとは、「ライバルブランドに何らかの失敗や不幸が起きた際に喜ぶ
感情」(Feather and Scherman 2002, p.954) と規定される。ことわざの「他人の不幸は蜜の味」
や、ネットスラングである「メシウマ (他人の不幸でメシがうまい)」と類似した概念であ
り、日常生活でもよく見られる。具体的には、特定のスポーツチームの熱狂的なファンが、
ライバルチームの主力選手が怪我をした際に喜ぶといった感情がそれにあたる。メンバー
は、このような外部への意識を有することで、内と外を分ける境界線を再認識し、それぞ
れの類似性と相違性をより明確に理解することができる。 
 
(2) トラッシュトーク 
シャーデンフロイデはあくまでも態度であり行動的側面には現れない。しかし、この意
識が顕在化すると、トラッシュトークや対抗的ブランド・ロイヤルティが生じる。トラッ
シュトークはシャーデンフロイデと同様に、Hickman and Ward (2007) によってブランド・
コミュニティ研究に導入された心理学の概念であり、使用経験の有無に関係なく行われる
否定的ないしは批判的なライバルブランドのクチコミのことである。 
通常、クチコミは使用経験に基づいて行われるが、トラッシュトークは単にそのブラン
ドが嫌いといった理由のみで行われる。そのため、ライバルブランドの機能が愛顧ブラン
ドの備える機能よりも客観的に優れていることが明らかだとしても、メンバーはライバル
ブランドを批判するといった行動を取る。これは、ライバルブランドを低評価することで、
愛顧ブランドや当該コミュニティと同一化を果たしている自己を相対的に高く評価しよう
とする意図が働くためである (Hickman and Ward 2007; Tajfel 1978)。 
 
(3) 対抗的ブランド・ロイヤルティ 
ブランド・コミュニティの境界線の外側には、他ブランドを中心として集まるコミュニ
ティがあり、それらが対抗的な関係になる場合があることは知られている (O'Sullivan, 
Richardson and Collins 2011)。たとえば、コカ・コーラとペプシの関係がその代表例であり、
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メンバーはライバルブランドやそのコミュニティに対して対抗的ブランド・ロイヤルティ
を有することがある (Muniz and Hamer 2001)。 
対抗的ブランド・ロイヤルティとは、ライバルブランドやそのユーザーを否定する行動
のことである。コミュニティメンバーは対抗的ブランド・ロイヤルティを有することによ
って、愛顧ブランドや自らが所属するコミュニティをより深く理解できる (Muniz and 
O’Guinn 2001)。何を消費するかだけでなく、何を消費者しないかによって自らが所属する
集団である内集団との類似性、所属しない集団である外集団との相違性を明確に認識する
ことができるためである。 
既存研究では、対抗的ブランド・ロイヤルティという概念は、ライバルブランドやその
ユーザーへの行動を含んでいた (Muniz and O’Guinn 2001)。しかし、本論文では対抗的ブラ
ンド・ロイヤルティを、ライバルブランドに対するものとライバルブランドのユーザーに
対するものの 2つに区別して考える。前者についてはここで、後者に関しては次項で論じ
る。 
ある愛顧ブランドのコミュニティに属するメンバーは、ライバルブランドに対して対抗
的ブランド・ロイヤルティを持つため、ライバルブランドに関する商品・サービスの購入・
利用が減少する (Muniz and Hamer 2001; Muniz and O’Guinn 2001; Thompson and Shinha 2008)。
ライバルブランドへ否定的なイメージを持つことに加え、愛顧ブランドの購買の幅や深さ
が増すことで、相対的にライバルブランドに対するロイヤルティが減少することは容易に
理解できる。 
対抗的ブランド・ロイヤルティは、ライバルブランドが独占的なほど生まれやすいが、
それはライバルブランドが与える脅威が知覚されることにも起因する (久保田 2003b, c)。
ライバルブランドが成長・拡大することで、愛顧ブランドが市場から撤退する恐れがある
ためである。ただし、強大なブランドに対して弱小なブランドが対抗するという図式には
必ずしも限定されない。たとえば、パソコン市場で独占的なシェアを有する Windowsユー
ザーもMac (Apple) に対して対抗的ブランド・ロイヤルティを持つことがある。 
 
第 2項 メンバー同士の関係性 
(1) メンバー間の相互作用 (コミュニケーション) 
相互作用の大半を占めるのはメンバー同士のコミュニケーションだが、それは 2つの次
元、コミュニケーションの質と量から捉えられる (Adjei et al. 2010; Mohr and Sohi 1995; 
Mohr and Spekman 1994)。Adjei et al. (2010) は、コミュニケーションの質については適時性
と関連性、量については持続期間と頻度で捉えている。 
まず、適時性とは、欲しい情報を欲しいときに手に入れられることである。たとえば、
自身が掲示板に書き込んだ質問に対して 1年後に返事が来ても意味が無い。関連性とは、
話されている話題が自身の関心や提供した話題と一致しているかどうかである。自身が参
加しているコミュニティで、興味のないブランドの話題が続いた際にはコミュニケーショ
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ンの質が低いと感じる。量は、持続期間と頻度で操作化できる。長期的かつ高頻度でコミ
ュニケーションを行うことによって、メンバー同士の関係性は良くなり、情報源の信頼度
も高まる。 
Adjei et al. (2010) では、これらの要素を用いてコミュニケーションの質や量を測定した結
果、コミュニケーションの質が高く、その量が多い際にはメンバーが購買時に持つ商品に
関する不確実性が減少し、購買の幅や深さが増える傾向にあることを明らかにしている。 
 
(2) コミュニティとの同一化 
コミュニティとの同一化 (brand community identification) は、ブランド・コミュニティに
おいて最も重要な要素と論じられている (Muniz and O’Guinn 2001; Thomas, Price and Schau 
2013; 久保田 2003b, c)。社会学におけるコミュニティ研究でも、同質性や類似性はコミュ
ニティの重要な要素と論じられており (Cohen 1985; Harper and Dunham 1959)、ブランド・コ
ミュニティ研究でも同質性に注目する意義は大きい。 
ブランド・コミュニティ研究では、コミュニティとの同一化と類似した概念として同類
意識という概念が論じられることがある。まず、これらの類似概念を整理したい。
Algesheimer et al. (2005) によると、同類意識は自らが他のメンバーないしはコミュニティと
同質性を感じることができるかどうかといった認知的要素が重要だが、コミュニティとの
同一化はそこに情緒的要素を含む。すなわち、コミュニティとの同一化とは同類意識を内
包する概念であり、自らをコミュニティの構成要素と捉えることや、コミュニティが自ら
の属性の一部であるかのように感じ、それに対して情緒的な感情を有することである 
(Algesheimer et al. 2005; Bagozzi and Dholakia 2006; Dholakia et al. 2004; Stokburger-Sauer 2010)。
本章ではより上位概念のコミュニティとの同一化に着目する。 
コミュニティとの同一化は仲間意識や同質性のみならず、外部への意識からも影響を受
ける (Hogg and Abrams 1988; Muniz and O’Guinn 2001)。メンバーが持つ外部環境への意識の
1 つが、前述した対抗的ブランド・ロイヤルティである。より具体的に述べるならば、他の
ブランドを利用するユーザーに対して持つ対抗的ブランド・ロイヤルティである (Muniz 
and Hamer 2001; Muniz and O’Guinn 2001; Thompson and Sinha 2008)。以下では対抗的ユーザ
ーロイヤルティとして概念化する。ブランド・コミュニティ分野の先行研究では外部環境
要因への関心は低く4、対抗的ユーザーロイヤルティという概念はあまり取り上げられてこ
なかった。数少ない例外として、対抗的ユーザーロイヤルティを相手の能力 (competence) の
軽視や温かみ (warmth) の軽視という形で概念化した研究があるのみである (Hickman and 
Ward 2007)。相手の能力の軽視とは、愛顧ブランドとは異なるブランドを利用するユーザー
                                                   
4 ライバルブランドではないが、愛顧ブランドの外部という意味では、アンチ・ブランド・コミ
ュニティと呼ばれるコミュニティもある (Hollenbeck and Zinkhan 2006, 2010)。アンチ・ブラン
ド・コミュニティは、市場を独占的に支配しているブランドを中心に、当該ブランドを否定する
ことを目的としてメンバーが集まることで形成される (Hollenbeck and Zinkhan 2006)。本論文で
はこのように、否定を目的とするコミュニティは研究対象としていない。 
  
33 
 
の能力は低いに違いないと推論することである。温かみの軽視とは、ライバルブランドを
利用するユーザーは、コミュニティメンバーよりも冷たいため、手助けしてくれないだろ
うと判断することである。 
 
(3) 道徳的責任感 
コミュニティ内のメンバー間の関係性を表す第 2の要素は道徳的責任感である。道徳的
責任感とは他のメンバーを支援したい、あるいは特定の行動を他のメンバーから求められ、
それに従わなければならないと考えるといったメンバーとしての責任感や義務感から生ま
れる意識である (Algesheimer et al. 2005; Muniz and O’Guinn 2001; Park and Cho 2012; 久保田 
2003b)。 
Preece, Maloney-Krichmar and Abras (2003) は、オンライン・コミュニティでも道徳的責任
感によってコミュニティが支えられていると述べている。つまり、道徳的責任感はリアル
かオンラインかを問わず存在する。道徳的責任感の最も典型的な例は、他のメンバーから
の質問に対する回答である。とりわけ、インターネット上のブランド・コミュニティであ
るオンライン・ブランド・コミュニティでは、そのようなやり取りが重要視されている 
(Muniz and O’Guinn 2001)。このような意識が存在することで質疑応答が繰り返され、結果
として新しい知識がコミュニティ内で生成されることもある (石井 2002)。それにより、コ
ミュニティが魅力的な場へと変化し、メンバーを引きつけるため、道徳的責任感はメンバ
ーを継続してコミュニティに参加するように促す機能を持つと考えられる (Mathwick, 
Wiertz and Ruyter 2008; Park and Cho 2012)。 
また、コミュニティが長期的に継続していくと、コミュニティの規範に逆らう逸脱者が
現れるが (Amin and Sitz 2004)、その逸脱者への対処のような問題解決にメンバーが一致団
結することで、コミュニティでのつながりはより強くなる。このような場面でメンバーを
動機付けているのは、まさに道徳的責任感である。このように、道徳的責任感にはメンバ
ーを手助けするといった意識と、コミュニティの価値基準に従って行動しなければならな
いと考える意識といった 2つが内在している。それは、両者の意識がメンバーとしての責
任感や義務感から生じるものだからである。 
 
(4) コミュニティ・コミットメント 
コミュニティ・コミットメントとはコミュニティにおける関係性を継続させたいという
メンバーの欲求を意味する (Hur et al. 2011; Kuo and Feng 2013; Zhou et al. 2012)。コミュニテ
ィ・コミットメントが高まることでメンバーはコミュニティに継続的に参加し、ブランド・
コミットメントを高めるようになる (Zhou et al. 2012)。 
コミュニティ・コミットメントを高める上ではコミュニティの道具的価値と表出的価値
を高めることが有効である (Mathwick et al. 2008)。道具的価値とは機能的な価値のことであ
り、メンバーが自らの目的を遂行する上でブランド・コミュニティが役立つかどうかを意
  
34 
 
味する。表出的価値とは行為それ自体が目的となる価値であり、行為自体を楽しむ情緒的
側面に代表される。Kuo and Feng (2013) も同様のことを論じ、コミュニティから知識や社
会的便益、快楽的便益を得られることができればメンバーのコミュニティ・コミットメン
トが高まるとしている。メンバーがコミュニティ・コミットメントを抱くようになるには、
コミュニティがメンバー自らに便益を提供してくれる場として機能することを認識する必
要があるため、ある程度の期間コミュニティで活動することが求められるためである。 
 
第 4節 ブランド・コミュニティ研究における 2 つのアプローチ 
第 1項 ブランド・コミュニティにおける中核概念 
先行研究ではメンバー同士の関係性の下位構成概念を先行要因や媒介変数に、ブランド
との関係性の下位構成概念を主たる成果と捉えてきた (表 3)。このことは、企業がブラン
ド・コミュニティを通じてブランドとの関係性を強化するためには、メンバー同士の関係
性を強固にする必要があることを示している。 
メンバー同士の関係性のなかでも、とりわけ注目されているのが、メンバー間の相互作
用とコミュニティとの同一化であり、それぞれの概念がブランドとの関係性の強化に寄与
することが示されている。ここでは、メンバー間の相互作用を中核概念に位置づけるアプ
ローチを相互作用アプローチ、コミュニティとの同一化を中核概念に位置づけるアプロー
チを社会的同一化アプローチとして命名する。 
それぞれのアプローチは相互補完的な関係にある。そして、メンバーは相互作用を行う
ことでコミュニティと同一化し、コミュニティと同一化する程度を高めることで相互作用
を行う頻度を増加させるといったことも明らかにされている (Bagozzi and Dholakia 2002, 
2006; Schouten and McAlexander 1995; Tsai et al. 2012)。このため、相互作用という行動面、あ
るいはコミュニティとの同一化という態度面のどちらを重要視するかによって相互作用ア
プローチと社会的同一化アプローチに弁別されると指摘できる。 
 
第 2項 相互作用アプローチ 
相互作用アプローチでは、コミュニティ内でメンバー間の相互作用が行われるという事
実に注目している。そして、その頻度が増加することによってブランドとの関係性が強化
されると考える (e.g. Bagozzi, Dholakia and Pearo 2007; Casaló et al. 2008; Woisetschläger et al. 
2008)。相互作用は形式と内容から捉えられるが、内容については、愛顧ブランドに対して
肯定的であることが前提とされている。そのため、相互作用の頻度が増えることでメンバ
ーが愛顧ブランドに有利な情報を入手する機会が増加し、ブランドとの関係性が強化され
ると考えられている。 
このメンバー間の相互作用はコミュニティに不可欠な要素である (Harper and Dunham 
1959; Hillery 1955; MacIver 1917)。相互作用が行われることによって、関係性が規定され 
(Håkansson and Snehota 1995)、コミュニティが形成されるためである (Amine and Sitz 2004; 
  
35 
 
久保田 2003b)。つまり、メンバー間の相互作用はブランドとの関係性のみならず、メンバ
ー同士の関係性にも影響を及ぼす。しかし、相互作用アプローチではそのような点には注
目せず、相互作用が行われることによってブランドとの関係性が強化されるという点ばか
りに注目している。 
相互作用が行われるという点を重要視しているため、相互作用を促す要因に関する研究
も行われている (e.g. Bagozzi and Dholakia 2002, 2006; Casaló et al. 2008; Tsai et al. 2012)。たと
えば、Tsai et al. (2012) は、相互作用を促す要因を 3つのレベル、個人レベル、集団レベル、
関係性レベルから検討している。その結果として、外向性 (extraversion) や親和欲求 (need 
for affiliation) といった個人の資質、コミュニティと同一化している程度や知覚した参加人
数の多さ (perceived critical mass) といった集団特性、他のメンバーを信頼できるかどうかと
いった関係性の質が、メンバー間の相互作用を促す要因として機能することを実証してい
る。 
 
第 3項 社会的同一化アプローチ 
社会的同一化アプローチでは、コミュニティとの同一化に注目する。メンバーがコミュ
ニティと同一化する程度を高めることによって、そのコミュニティの中心に存在するブラ
ンドをより好むようになると考える (e.g. Algesheimer et al. 2005; Carlson et al. 2008; Hickman 
and Ward 2008; Matzler et al. 2011)。このアプローチは、社会的同一化理論 (social identity 
theory) に基づくことから、以下では社会的同一化理論について簡潔に記述したい。 
人は、自分自身を表現するためには、自己がどのような人物であるかを客観的に認識す
る必要がある。客観視した自己は自己概念 (self-concept) として表されるが、自己概念は個
人的アイデンティティと社会的アイデンティティから形成される (Hogg and Abrams 1988; 
Turner 1982)。個人的アイデンティティとは、自分自身の特性や能力といった内的属性の観
点から他者と自己を区別する一個人としての自己概念である (Turner 1982)。他方、社会的
アイデンティティとは社会的カテゴリーの集団性によって記述される自己概念であり、「あ
る社会集団の一員であるという認識に基づく個人の自己概念の一部であり、集団に属して
いることが価値的ないしは情緒的な意義を伴うもの」(Tajfel 1978, p.63) と定義される。メ
ンバーは個人属性のみならず、自らが所属する集団属性を通じて自己を規定するわけであ
る。 
社会的アイデンティティが強く意識されるようになるのは、メンバーが自己カテゴリー
化を行うためである。自己カテゴリー化とは、自らを何らかの社会集団 (社会的カテゴリー) 
の一員としてカテゴリー化することを意味する。カテゴリー化を行う際、はじめに社会を
いくつかのカテゴリーに分類する必要があるが、その際の基準となるのは自己との類似性
と相違性である。カテゴリー化を行うことによって、内集団との類似性と外集団との相違
性が強調され、自己が内集団により類似し、外集団と相違するといったステレオタイプ化
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が生じる (Turner 1987)。この結果として、メンバーは社会的アイデンティティを用いて自
己を規定するようになる。 
内集団と外集団が区別されれば、メンバーはそれぞれの相違点を比較するようになる。
この際、メンバーは内集団が外集団よりも高く評価できる次元で比較を行う。内集団を外
集団よりも高く評価することで、その集団に属する自らの価値や自尊心を高めるためであ
る (Hogg and Abrams 1988)。ここで留意すべきは、比較する次元には客観的な差が見られな
かったとしても、個人の主観により差があると判断されれば比較が行われるということで
ある (Ferguson and Kelly 1964)。この内集団と外集団の集団間差別を説明するものが社会的
同一化理論である (Turner 1987)。メンバーはコミュニティと同一化することによって内集
団をより高く評価するようになり、その結果として、コミュニティの中心に据えるブラン
ドをより好ましく思うようになるわけである。 
 
第 5節 小括 
本章ではブランド・コミュニティ研究のレビューを通じ、ブランド・コミュニティの特
質について論じた。そして、先行研究で用いられてきた諸概念を整理することによって、
ブランド・コミュニティの構成要素をより具体化して提示した。さらに、先行要因と媒介
変数、成果に概念を大別することによって、ブランドとの関係性とメンバー同士の関係性
は本来的には相互に影響を与え合うにもかかわらず、先行研究ではメンバー同士の関係性
が強固になることによってブランドとの関係性が強化されると考えられていたことが明ら
かになった。つまり、企業がブランド・コミュニティを通じてブランドとの関係性を強化
するためには、メンバー同士の関係性をまず強固にする必要があるということである。 
これまでのブランド・コミュニティ研究は 2つのアプローチに大別できる。1つは、メン
バー間における相互作用の頻度といった行動面を重要視する相互作用アプローチ、もう 1
つは、コミュニティとの同一化といった態度面を重要視する社会的同一化アプローチであ
る。双方のアプローチとも、相互作用やコミュニティとの同一化がブランドとの関係性を
強化することが示されている。 
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第 3章 相互作用アプローチに基づくブランド・コミュニティの考察 
第 1節 ブランド・コミュニティの概念モデル 
前章での議論を踏まえてブランド・コミュニティの概念モデルを提示しよう (図 9)。この
モデルでは、ブランドとの関係性、メンバー同士の関係性といった上位概念を大枠で囲み、
そのなかにそれぞれの下位構成概念を配置してある。ブランドとの関係性とメンバー同士
の関係性は、それぞれ相互に影響を与え合う。しかし、先行研究ではメンバー同士の関係
性が強化されることによってブランドとの関係性も強固になるとされており、その反対の
影響関係は考慮されてこなかった。本章では先行研究で想定していた影響関係を念頭に議
論を進める。 
 
(図 9) ブランド・コミュニティの概念モデル 
 
(出所) 筆者作成 
 
ブランド・コミュニティは図 9の概念モデルで提示している諸概念から構成されるが、
本章ではメンバー間の相互作用に着目する。ブランド・コミュニティはメンバー間の相互
作用が行われていくなかで形成されるため、メンバー間の相互作用はブランドとの関係性
とメンバー同士の関係性の規定因であると説明できる。このため、メンバー間の相互作用
に着目することで、ブランド・コミュニティの構成要素や、メンバーの意識変化をより精
緻に分析することができる。そこで本章では、概念モデルの枠組みを用いてメンバー間の
相互作用を分析することによって、概念モデルの検証やその精緻化を行う。 
なお、ここで注目する相互作用の大半はメンバー間のコミュニケーションを意味する 
(Riffe, Lacy and Fico 1998)。以下では、相互作用をメンバーが相互に影響を与え合うこと、
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コミュニケーションをメッセージのやりとりとして区別し、相互作用をコミュニケーショ
ンを内包する上位概念と捉える。 
 
第 2節 電子書籍市場の整理 
第 1項 電子書籍専用端末とストア 
本章では電子書籍専用端末のブランド・コミュニティを対象に、そこでの発言の内容分
析を行う。まず、電子書籍市場に関して簡単に整理する。電子書籍を読むための端末は、
画面に液晶ディスプレイを採用している汎用端末とE-ink社の電子ペーパーを採用している
専用端末に大別される。汎用端末はタブレットやスマートフォンのように読書以外にも動
画や音楽の再生、インターネットブラウジングのようなさまざまな用途で利用できる。専
用端末は読書のみに特化しており、長時間見ても目が疲れにくい、電池持ちが良いといっ
た利点がある (西田 2010)。本章で取り上げる楽天株式会社 (以下、楽天) の kobo Touch (以
下、kobo) はこの電子ペーパーを採用する専用端末である。電子書籍専用端末のなかにも液
晶ディスプレイを採用するシャープ株式会社の GALAPAGOS や株式会社東芝の BookPlace
も存在するが、ここでは理解のしやすさを優先し上記のように区別する。 
koboは楽天の子会社であるコボ社が開発する端末であり、欧米では 2011年 5月、日本で
は約 1年後の 2012年 7月に発売された。調査対象期間である 2012年 7月時点での主要電
子書籍専用端末には kobo、日本では未発売だがアメリカでは大きなシェアを占めるアマゾ
ン社の Kindle Touch (以下、Kindle)、ソニー株式会社の PRS-T1 (以下、Reader) といった 3
端末がある。 
上記の端末を提供する企業は、調査対象期間に日本未展開の Kindleを除き、それぞれ kobo
イーブックストア、Reader Store という電子書籍ストアを展開している。kobo イーブックス
トアの書籍数は 2012年 7月 19日時点で 1万 8894冊、Reader Storeは 7月 20 日時点で 5万
8694冊であり、両ストアとも十分な書籍数を提供しているわけではなかった (ITmedia 
eBook USER 2012)。このようなことから、スキャナー等を使って所有する書籍や雑誌をデ
ータに変換する「自炊」と呼ばれる行為が消費者によって行われる場合がある。 
 
第 2項 kobo発売直後によせられた消費者の不満 
koboの運営会社である楽天の三木谷社長は koboを日本で発売すると発表した際に 3万冊
の日本語書籍を用意すると発表した。しかし、発売時の日本語書籍数は 2万冊にも満たな
かった (楽天 2012)。そのため、koboに期待していた消費者は発売直後に強い不満を持った。 
不満はストアのみならず、端末にも向けられていた。日本で 2012年に発売された端末は
欧米で 2011年に発売されたものと同じものであるが、搭載しているソフトウエアは異なっ
ている。1バイト言語の英語と異なり、2バイト言語の日本語を表示させる必要があったた
めである。楽天が開発した日本語対応の koboのソフトウエアは、発売時には動作が安定し
ておらず、頻繁にフリーズし、日本語が適切に表示されないといった不具合があった。こ
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のため消費者は、koboの端末に対しても強い不満を持っていた。このような環境下で行わ
れたメンバー間のコミュニケーションに注目していることを先に記す。 
 
第 3節 調査概要 
第 1項 内容分析 
調査方法として内容分析を採用する。内容分析はコミュニケーションの記述やコミュニ
ケーションの持つ意味の推論、メッセージの発信者と受信者が置かれている背景の推察を
目的とする手法である。その手法はコミュニケーション・メッセージそのものに注目し、
体系的かつ再現可能な形で分析する点に特徴がある (Kassarjian 1977; Riffe et al. 1998)。さら
に、理論のあてはまりを確認することに適しているため (Kolbe and Melissa 1991)、ブラン
ド・コミュニティ内で交わされているメンバー間のコミュニケーションを分析する上で適
した手段だと考えられる。 
研究手法としての内容分析には 4つの利点がある (Riffe et al. 1998)。第 1は、メッセージ
の発信者に分析者の存在が気付かれず、より自然な行動を観察できる。第 2は、分析する
メッセージは長期的に蓄積・保存されているために分析が容易である。第 3は、定性的な
メッセージをコーディング作業によって定量的に扱うことで客観性を高めることが可能に
なる。第 4は、人間の行う社会的活動を研究することに適している。それは、相互作用の
大半を占めるコミュニケーションを扱うためである。 
このような特徴を持つ内容分析は、オンライン・ブランド・コミュニティでのコミュニ
ケーションを分析する場合にも利用される。メンバーはオンライン・ブランド・コミュニ
ティ内で頻繁にコミュニケーションを交わし、さまざまなメッセージをコミュニティ上に
蓄積する。内容分析は、こうして蓄積された大量かつ多様なメッセージを用いて行われた。 
 
第 2項 データコレクションと分析手順 
日本最大の掲示板である 2ちゃんねる内の電子書籍板に存在する koboの 3つのコミュニ
ティを対象に内容分析を行う。3つのコミュニティとは「【楽天】Kobo Touch 14冊目【7980
円】」、「【楽天】Kobo Touch 15 冊目【7980円】」、「【楽天】Kobo Touch 16冊目【7980円】」で
ある。複数のコミュニティにまたがった理由は、2 ちゃんねるでは 1つのスレッドに対し、
1,000を超える書き込みができないためである。 
電子書籍専用端末のコミュニティを選択した理由は 2点ある。第 1は、電子書籍専用端
末はモバイル端末であり公の場での使用が想定され、コミュニティが生成されやすいため
である (Muniz and O’Guinn 2001)。第 2は、市場の寡占化が進んでいないためである。日本
の電子書籍市場は生成期・成長期にあたる市場であり、参入企業が多く、特定の企業によ
る市場の独占は起きていない。したがって、愛顧ブランドの情報のみならずライバルブラ
ンドの話題がコミュニティ内で交わされていることが予想され、分析結果から得られる知
見も発言の多様性を反映したより豊かなものになることが期待される。 
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2ちゃんねる上のコミュニティを対象とした理由は、データの入手可能性を考慮した結果
であるとともに、コミュニティの説明文に「楽天が販売する電子ペーパーの電子書籍リー
ダー、Kobo Touchについて語るスレ」という文言が記載されており、本コミュニティが当
該ブランドを中心にメンバーが集まっていることが明らかなためである。なお、掲示板は
ブランド・コミュニティのメンバーが相互作用を行う上でも主要な場であり、研究対象と
されていることが多い点を指摘しておく (Adjei et al. 2010; Muniz and Hamer 2001; Park and 
Cho 2012)。 
このコミュニティは Kozinets (2002) が挙げるネットノグラフィ調査5を行う上での 5つの
条件、すなわち (1) 調査目的に一致したセグメント、(2) 発言数が多い、(3) 異なる発言を
するメンバーが多い、(4) 豊富で詳細なデータ、(5) メンバー間でのコミュニケーションが
多い、をすべて満たしている。 
調査対象期間は kobo が発売してから 1週間後である 2012年 7月 25日から 27日の 3日
間に設定し、計 1,621個の発言を分析した。日本語と英語という言語の違いこそあるが、同
じようにコーディングを行った Adjei et al. (2010) が扱った発言数が 636個であることを考
えるとこの発言数は十分である。調査期間を発売してすぐに設定した理由は、この時期に
コミュニティが形成されたこともあり、メンバーは新たにコミュニティに参加することに
なるため、コミュニティに参加することでの影響をより顕著に考察できると考えたためで
ある。今回分析を行うデータの総数は 69,642文字、7,710文である。コーディングはマーケ
ティング分野の研究者にコーダーとして協力してもらい、筆者と二人で行った (Adjei et al. 
2010; Kolbe and Melissa 1991; Kozinets 2002)。その手順は以下のとおりである。 
まず、本章で提示した概念モデルを参考にコーディングの基準となるコーディングシー
トを作成した。次に、コーディングの練習として 100個の発言をコーディングシートに基
づきコーディングし、コーダー間での一致率 (信頼性) を確認した。不一致であった発言は
コーダー間で議論し、コーディングの基準を修正した。その後、再度コーディングを行い
信頼性を向上させる作業を繰り返し、信頼性が満足する水準に達するまで複数回行った。
信頼性が満足する水準に達した所で、修正した基準に従い 1,621個の発言をコーディングし
た。この結果、最初のコーディングでの信頼性は 65%であったが、最終的には 75%まで向
上した。最終的に不一致だったコメントはすべて精査し、合意した上でコーディングを行
った。コーディング結果は p.44の表 5の通りである。 
考察の妥当性を高めるために筆者は koboを購入し、コミュニティ発足当初から 2014年 9
月現在に至るまで 2年以上継続してコミュニティに参加している。これにより、koboユー
ザーにとってのコミュニティの役割や、メンバー間でやりとりされる情報が正しいものか
どうかを判断することが可能となる。このように実際にコミュニティに参加することでメ
ンバーと共感し、ユニークな視点からコミュニティを考察することができる (Muniz and 
Schau 2005)。 
                                                   
5 Kozinets (2002) が提唱した、インターネット上でエスノグラフィを行う調査手法。 
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第 4節 メンバー間の相互作用に関する分析 
第 1項 会話の傾向 
はじめに、単語の発言回数を集計することで客観的にどのような事柄に関する話題が多
く交わされているかを把握する。集計の方法として、本論文ではテキストマイニング用の
ソフトウエアである KH Coder Ver. 2を利用した。ここでは、集計結果から「読む」や「買
う」といった動詞を除き、上位 20個の名詞を挙げている6 (表 4)。動詞を除いた理由は、動
詞のみではどのような名詞と結びついて用いられているかを判断することができず、解釈
の信頼性を低下させる恐れがあると判断したためである。 
集計結果を確認することで「kobo」という単語の出現回数が他と比べて極めて多いこと、
さらに、親会社である「楽天」やその社長の「三木谷」という単語の出現回数も多いこと
から、ブランド・コミュニティでの会話の大半は愛顧ブランドに関する話題であることが
わかる。また、「問題」や「不具合」といった単語の出現回数も多く、koboのブランド・コ
ミュニティではあるものの、肯定的な面のみを語り合うのではなく問題や不満に関しても
言及する傾向があることが読み取れる。 
このように koboに関する話題が多い一方で、「Kindle」という単語も 7番目に、表には記
載していないが 32番目には「Reader」という単語も確認することができる。ブランド・コ
ミュニティ研究では、愛顧ブランドやメンバーに向けられた意識や態度に関しては注目さ
れてきたが、コミュニティの外部に注目する研究は少なかった (Hickman and Ward 2008)。
しかし、この結果から明らかなようにコミュニティ内ではライバルブランドに関する話題
も多く、メンバーに与える影響を考慮する必要がある。 
 
(表 4) 単語の集計結果 
  抽出語 出現回数   抽出語 出現回数 
1 kobo 444 11 電子書籍 74 
2 楽天 273 12 対応 73 
3 問題 123 13 ストア 68 
4 本 112 14 ユーザー 64 
5 三木谷 90 15 日本 60 
6 端末 86 16 ページ 57 
7 Kindle 85 17 出版 55 
8 日本語 81 18 書籍 54 
9 レビュー 78 19 英語 49 
10 設定 74 20 不具合 49 
 
                                                   
6 集計の際に、固有名詞の表記のズレは筆者が修正した。たとえば、正式名称は「kobo」だが、
コミュニティ内では「コボ」や「こぼちゃん」のように表記が異なることが見られたためである。 
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次に、コミュニティ内での会話の全体像をより正確かつ客観的に掴むため、KH Coderを
用いて共起ネットワーク分析を行った (図 10)。ここでは、ノードとなる単語の出現頻度を
41 回以上 (上位 50単語) と規定し、動詞も含んだ分析結果を表示する。共起ネットワーク
とは、分析対象のテキスト内で用いられた単語と単語の関係性をそれぞれの単語の出現傾
向から読み解き、ネットワークで図示化したものである。ノードの大きさは単語の出現頻
度に基づき、ノードが繋がっていることは共起頻度が高いことを示す。共起頻度が高いほ
どノードを結ぶ線が太く描写されている。 
 
 (図 10) koboのコミュニティでの共起ネットワーク 
 
 
共起ネットワークを描くことで、コミュニティでの話題は大きく 4つに分類できる。分
類に関しては、ノードの共起頻度の高さと筆者が実際にコミュニティに参加した経験から
判断している。第 1は、「人」「ユーザー」「レビュー」といった単語から、レビューを書い
ている人やレビューそのものに関しての話題である。たとえば、「レビュー見てるとかわい
そうな人多いな (筆者補足; 電子ペーパーの特性を理解せずにモノクロの画面をレビュー
で批判している人に対して)」といった発言が見られた。第 2は、「kobo」「楽天」「電子書籍」
「自炊」といった単語から、koboを含む電子書籍全般に関しての話である。「自炊はやって
なくて、長文の EPUB メルマガを読みたくて Kobo に手を出したので個人的には割と満足は
してる」といった発言を確認した。第 3は、「Amazon」「Kindle」「出る」といった単語から、
Amazonが Kindleを日本で展開することに関しての話である。それを示す発言は、「本の購
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入は Kindleが出たらそっちで買う事にする」である。第 4は、「問題」「日本語」「表示」と
いった単語から、koboが正常に動作しなかったことや日本語ファイルを適切に表示するこ
とができなかった問題に関しての話である。たとえば、「日本語ファイル名とテキストファ
イルの日本語表示だけなんとかなれば」といった発言が行われていた。これら 4つの話題
は集計結果からも発話の頻度が高いことを読み取れ、コミュニティ内では koboを中心に電
子書籍やライバルブランドに関する幅広い話題が繰り広げられていることがわかる。 
以上、単語の集計や共起ネットワーク分析からコミュニティ内での会話の傾向やその話
題が話されている頻度がわかった。結果として、客観的にもブランド・コミュニティでは
愛顧ブランドに関する肯定的な話のみならず、愛顧ブランドの問題点やライバルブランド
に関する話が行われていることが明らかとなった。しかし、ここでの分析には限界がある。
愛顧ブランドの問題やライバルブランドに関する話が、事実を述べているだけなのか、kobo
に対して否定的な感情を持つために述べられているのかを判断できない点である。それが
否定的な感情から述べられていれば、コミュニティ内における相互作用の内容が多様であ
ることを示すことになる。 
 
第 2項 コーディング結果 
以下では、前節で説明したコーディングの結果を確認し、個々の発言に注目したい (表
5)。まず、概念モデルで提示した多くの概念にあてはまる発言を確認することが可能であり、
概念モデルの妥当性が高いことがうかがえる。さらに発言の多くが、愛顧ブランドに対す
るクチコミや道徳的責任感だということがわかる。これらは、コミュニティでのメッセー
ジが愛顧ブランドに関する使い勝手の感想、質問やそれに対する回答が多いことを示し、
コミュニティが情報源としての価値が高いことを意味する。 
他に多く発見したものとして、雑談を挙げることができる。De Almeida, Dholakia and 
Vianello (2007) が行った研究では、消費者運営のブランド・コミュニティではブランドに関
する話題だけでなく、ブランドから離れた話題が多いことが特徴として挙げられている。
本章では消費者運営のブランド・コミュニティを考察することで、ブランドに関する話題
だけでなく、雑談も多く行われていることを De Almeida et al. (2007) 同様に確認できた。具
体的には、共起ネットワーク分析や単純集計で挙げた電子書籍全般の話題である。これら
を通じてメンバーは愛顧ブランドやカテゴリー全般に関する知識を蓄えることができる。 
さらに、kobo発売直後のデータではあるもののコミュニティとの同一化も多く見られた。
メンバーはコミュニティ参加の期間が比較的短かったとしてもコミュニティと同一化する
ことが明らかとなった。 
その一方で、ライバルブランドに関する否定的なクチコミが少なかったことも特徴とし
て挙げられる。先行研究ではコミュニティ内で交わされるライバルブランドに関する話題
は否定的内容であると考えられてきた。しかし、ここでの分析からはそのような傾向は見
られなかった。 
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(表 5) 内容分析のコーディング
概念 定義 合計 (比率) 
ブランドとの関係性  
態度レベル  
ブランドとの同一化 
消費者が自分自身のイメージとブランドの持つイメージが一致していると考える程
度 (Bagozzi and Dholakia 2006) 
0 (0.0%) 
ブランド・コミットメント 情緒的かつ認知的な認識によって生じるブランドへの行動意図 (Kim et al. 2008) 24 (1.5%) 
シャーデンフロイデ ライバルブランドの不幸を喜ぶ感情 (Hickman and Ward 2007) 0 (0.0%) 
行動レベル  
クチコミ(愛顧ブランド) 消費者間における非公式な当該ブランドに関する情報交換 (Liu 2006) 788 (48.6%) 
クチコミ(ライバルブランド)  消費者間における非公式なライバルブランドに関する客観的かつ否定的な情報交換 7 (0.4%) 
トラッシュトーク 
ライバルブランドへの主観的な考えに基づく否定的なクチコミ (Hickman and Ward 
2007) 
3 (0.2%) 
ブランド・ロイヤルティ(BL) 
好ましい製品・サービスを将来に渡って継続的に購買、あるいはひいきし続けるこ
とに対して深くコミットし続ける状態 (Chaudhuri and Holbrook 2001) 
16 (1.0%) 
対抗的 BL ライバルブランドへの対抗的行動 (Muniz and O’Guinn 2001) 5 (0.3%) 
メンバー同士の関係性  
コミュニティとの同一化 
メンバーがコミュニティと自分自身のイメージが一致していると認識し、それに対
して好意的な感情を有すること (Algesheimer et al. 2005) 
73 (4.5%) 
道徳的責任感 コミュニティやメンバーに対する義務や責任感 (Muniz and O’Guinn 2001) 203 (12.5%) 
コミュニティ 
コミットメント 
コミュニティにおける関係性を継続することに対して価値を認めた際に強調される
態度要因 (Hur et al. 2011) 
0 (0.0%) 
その他 愛顧ブランドや企業と異なる話 (雑談) 502 (31.0%) 
 合計 1,621(100%) 
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第 3項 コーディング結果の考察 
コーディングからは 3つの概念、ブランドとの同一化とシャーデンフロイデ、コミュニ
ティ・コミットメントを発見することができなかった。ブランドとの同一化とコミュニテ
ィ・コミットメントが確認できなかった理由としては、調査対象期間の問題が挙げられる。
ブランドを構築するためには多大な労力と時間を要するが、今回の調査で用いたデータは
kobo発売直後のデータであるため、その時点で kobo のブランド・イメージが確立されてい
なかったことが考えられる。さらに、コミュニティに参加してからの期間が短いため、コ
ミュニティに継続して参加するかどうかが態度として表に出てこなかった可能性がある。
メンバーがコミュニティ・コミットメントを抱くようになるには、一定期間コミュニティ
に参加していることが求められるためである (Kuo and Feng 2013)。 
次に、シャーデンフロイデが見られなかった理由は、調査対象期間にライバルブランド
に何らかの不幸なことが起きた、ないしは失敗したことがなかったためであろう。これに
関しては、koboが正常に動作しなかった時期の Readerや Kindleのコミュニティでは kobo
を嘲笑するコメントが多く見られたことからも理解できる。 
 
第 4項 発話の方向性 
相互作用の内容 (肯定・中立・否定) に目を向けたい。まず、先のコーディングでクチコ
ミに分類された 788個の発言を、肯定的な感情が含まれるクチコミ、客観的事実を述べる
中立的なクチコミ、否定的な感情を含むクチコミの 3つに分類した (表 6)。 
 
(表 6) クチコミの分類 
 発言例 比率 
肯定的 
なんだかんだで、ちょいと kobo を直してマーケットのラインナッ
プを揃えれば、マジで読書革命になるという実感はある。 
3% 
中立的 
つーかさ、楽天だとか koboがどーとかいう話じゃなくて、日本の電
子書籍市場自体がまだまだだろ？ 
33% 
否定的 ハッキリいってやろう。koboはゴミ。以上。 64% 
 
この分類結果から、koboのコミュニティでのクチコミの大半は否定的な感情を含んでい
ることがわかる。ブランド・コミュニティでは愛顧ブランドに対して肯定的な発言ばかり
ではなく否定的な発言も多く、ブランド・コミュニティが企業にとって不利な情報源とし
て機能する場合があるということである。 
koboユーザーがストア・端末ともに不満足であったために否定的情報が多かった可能性
もあるが、通常時でもライバルブランドのファンや逸脱者が否定的な発言を行う場合があ
り (Amine and Sitz 2004; Muniz and O’Guinn 2001)、それは例外的に見られる特殊な事例では
ない。実際、「kindle厨のネガキャン (筆者補足; ネガティブ・キャンペーン) に、半分は面
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白がって書き込みしてるだけだろよ」といった主旨の書き込みもいくつか見られ、メンバ
ー自身がコミュニティ内に逸脱者が存在している可能性に気づいていることも明らかにな
った。 
ここで否定的発言を行っているメンバーが逸脱者かどうかは判断できないが、ブラン
ド・コミュニティでの発言が常に肯定的という前提は妥当ではないことがわかる。したが
って、ブランドとの関係性を強化しようと考えると、メンバー間における相互作用の頻度
といった行動面を重要視する相互作用アプローチでは不十分ということになる。相互作用
の内容が多様であることを前提にブランド・コミュニティを分析する必要がある。 
 
第 5項 メンバー同士の関係性の考察 
コーディング結果からメンバー同士の関係性で重要と考えられるのは、コミュニティと
の同一化と道徳的責任感である。 
メンバーはコミュニティと同一化する程度を高めることで、自らが所属するコミュニテ
ィをその外部と比較して高く評価するようになる (Hickman and Ward 2007; Tajfel 1978)。本
コミュニティでも、電子書籍専用端末の koboを汎用端末のタブレットと比較して否定的な
レビューを書いている人に対して、「『kindle fireや nexus7もでますしね』って E-ink端末検
討時の購入候補にそういうのも含めるから駄目なんだよ」といった発言をして、十分に知
識を有するコミュニティのメンバーと比較してコミュニティに参加していない koboユーザ
ーの知識のなさを批判しているメンバーがいた。このような発言をすることで、コミュニ
ティメンバーが十分な知識を有していることを再確認するのである。 
このことから、コミュニティに参加するメンバーは他のブランドのユーザーだけではな
く同じブランドのユーザーに対しても、コミュニティに参加していなければ外集団として
見なし、対抗的ユーザーロイヤルティを抱く傾向があることがわかる。 
もう 1つ見られたメンバー同士の関係性の下位構成概念として道徳的責任感が挙げられ
るが、考察のなかで道徳的責任感は 2つの概念に区別して捉えるべきであることがわかっ
た。それは、互酬性 (reciprocity) と規範圧力 (normative community pressure) である。互酬
性とはお互い様の意識であり、直接的な返報を期待しないが、将来的には誰かが自分に対
して同じように手助けしてくれるだろうと期待して他のメンバーを手助けすることである 
(Putnam 2000)。規範圧力とは、他のメンバーからコミュニティ内での相互作用や協力を求め
られること、あるいは特定の行動をするように期待されていると認識しそのとおりに行動
することである (Algesheimer et al. 2005)。たとえば、逸脱的行為をしたメンバーの排除とい
った行動を促すのがそれである。 
互酬性は同じコミュニティに属するメンバーに対して持つ意識だが、日々の生活でも高
められる (Putnam 1993, 2000)。したがって、コミュニティ成立当初から高い互酬性を有し積
極的に他のメンバーを手助けするメンバーの様子が見られた。最も顕著に互酬性が現れて
いたのは、koboが正常に動作しなかった時期である。コミュニティには kobo が正常に動作
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しないことに関しての質問が多く寄せられたが、それに対して積極的に答えるメンバーが
多くいた。このような意識がコミュニティ上に蓄積されていくことで、メンバー同士の関
係性がより良好なものに変化する。 
規範圧力とは他のメンバーからコミュニティの規範を遵守するように求められると感じ、
その期待に応えることである。規範は、コミュニティで認められている態度と行動の範囲
を限定する価値基準のことであるが (吉田 2001)、コミュニティ成立時には統一的な価値基
準が存在しないため、メンバーは規範圧力を受けない。しかし、メンバー間の相互作用が
行われていくうちに、コミュニティ内にはメンバーの行動を制限する規範が形成されてい
くため、メンバーは規範圧力を受けるようになる。たとえば、調査対象のコミュニティで
は他のメンバーと異なる意見を述べることで非難を受けるメンバーが見られた。コミュニ
ティ内では、十分な書籍数を用意することができなかった楽天に対して否定的意見が多か
ったため、楽天に対して肯定的な発言をしたメンバーを「工作員」と呼び、楽天の社員が
そのような書き込みをしていると揶揄していたのである。このような発言が行われること
で、特定の発言をしてはいけないという規範がコミュニティに浸透し、メンバーのコミュ
ニティでの活動は制限される。 
規範圧力は、メンバーにとっては自らの行動を制限する否定的な要素であるが、一定の
秩序のもとでコミュニティを発展させることにも貢献する (Brown 1988; Putnam 2000)。たと
えば、koboのソフトウエアがアップデートされて正常に動作するようになり、書籍数も増
え始めてからのコミュニティでは、当初の問題を繰り返し指摘するメンバーを批判する様
子が見られた。規範圧力は逸脱者の排除といった行動を促すため、コミュニティが秩序だ
って成長していく上で欠かせない要素なのである。 
本章では、企業がブランド・コミュニティを管理する場合、上述の 3つの意識のなかで
もコミュニティとの同一化と規範圧力の醸成に注力すべきであると考える。理由を以下に
挙げる。まず、コミュニティとの同一化はブランド・コミュニティ研究でもその中核概念
と捉えられており、ブランドとの関係性を強化する上で重要な役割を果たすことが先行研
究でも指摘されてきたためである。次に、規範圧力はメンバーにとっては自らの行動を制
限する否定的な側面を持つが、それが存在することによりコミュニティが秩序だって発展
する。したがって、コミュニティを長期継続的に管理するためには欠かすことのできない
要素である。 
 
第 5節 小括 
この章では、まず前章での概念整理を踏まえてブランド・コミュニティの概念モデルを
構築した。次に、そのモデルの検証を行うために、相互作用アプローチに基づき、電子書
籍専用端末である koboのブランド・コミュニティを対象にそこでのメンバー間における相
互作用の内容分析を行った。その結果として、概念モデルの妥当性が高いことを確認し、
メンバー同士の関係性の下位構成概念を精緻化することができた。 
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メンバー間における相互作用の内容を分析すると、コミュニティ内では愛顧ブランドの
みならずライバルブランドに関する話題も多く話されていることがわかった。さらに、愛
顧ブランドに対するクチコミは、肯定的なものだけではなく中立的・否定的なものも多く
見られ、発言が多様であることを確認した。この事実に基づくと、相互作用の頻度が増加
するだけでは愛顧ブランドとの関係性の強化につながるとは判断できない。ブランド・コ
ミュニティは企業にとって不利な情報源として機能する可能性が存在するためである。 
相互作用は形式と内容から捉えられるが、ブランド・コミュニティを検討する上では頻
度といった形式だけではなくその内容にも着目すべきである。そこで、メンバー同士の関
係性の下位構成概念の態度面に注目すると、コミュニティとの同一化、互酬性、規範圧力
がブランド・コミュニティ上では重要な役割を果たすことが明らかになった。従来の研究
では、互酬性と規範圧力はそれらの上位概念である道徳的責任感としてまとめて扱われる
傾向にあったが、本章での分析を通じてそれらは区別して扱うべきであることを発見した。
そして、企業がブランド・コミュニティを管理する上では上述の 3要因 (コミュニティとの
同一化、互酬性、規範圧力) のうち、コミュニティとの同一化と規範圧力といった 2要因に
着目すべきであることを述べた。 
これらのことは、ブランドとの関係性を強化する場としてブランド・コミュニティを分
析するためには行動面を重要視する相互作用アプローチでは不十分であり、コミュニティ
との同一化といった態度面を重要視する社会的同一化アプローチからの検討が必要である
ことを意味する。相互作用アプローチはメンバー間における相互作用の内容が肯定的であ
ることを前提に、その頻度ばかりに注目しており、内容が多様であることを考慮できてい
ないためである。そこで次の課題は、社会的同一化アプローチに基づいて態度面からブラ
ンド・コミュニティを分析する事である。  
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第 II部 修正版社会的同一化アプローチからのブランド・コミュニティの考察 
 
第 II部では、社会的同一化アプローチに基づいてブランド・コミュニティを考察し、社
会関係資本がコミュニティとの同一化と規範圧力を促すことで、ブランドとの関係性を強
化することに寄与するモデルを構築し、実証する。 
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第 4章 ブランド・コミュニティにおける社会関係資本の機能・役割 
第 1節 資源としてのメンバー同士の関係性 
ブランド・コミュニティを捉える視点には、相互作用アプローチと社会的同一化アプロ
ーチが存在する。前者のアプローチでは、メンバー間の相互作用は愛顧ブランドに対して
肯定的であることが前提とされており、その頻度ばかりが注目されていた。前章では、現
実のブランド・コミュニティにおけるメンバー間の相互作用の内容が多様であることを示
し、相互作用アプローチではブランド・コミュニティを十分に捉えきれないことを指摘し
た。以下ではメンバーの態度面であるコミュニティとの同一化に着目し、社会的同一化ア
プローチからブランド・コミュニティを分析する。同時に、コミュニティを長期継続的に
維持する上で求められる規範圧力についても取り上げ、これら 2要因を社会的同一化アプ
ローチにおける中核概念に位置づけ考察を進める。これにより、ブランド・コミュニティ
を肯定的な側面のみならず、否定的な側面からも捉えることができる。 
コミュニティとの同一化に注目する上では、コミュニティが有している魅力について議
論すべきである。メンバーは、コミュニティを魅力的なものと感じることによって、コミ
ュニティと同一化する程度を高めるためである (Hogg and Abrams 1988)。この魅力を高める
のはコミュニティ内の資源であり、それはメンバー間の相互作用が行われることによって
蓄積される (Brown and Duguid 2001; Lin 2001; 三隅 2013)。しかし、社会的同一化アプロー
チではその資源や、その資源から生み出される魅力に関する議論が行われていないため、
これらの点について考察すべきである。 
 
第 2節 社会関係資本概念とその機能・役割 
第 1項 社会関係資本の定義 
以下では、コミュニティ内で形成されるメンバー同士の関係性を資源と捉え扱う社会関
係資本 (social capital) について議論する (Paxton 1999)。佐藤 (2003) によると、日本では
social capitalという用語は「社会関係資本」「社会資本」「関係資本」「ソーシャル・キャピ
タル」とさまざまに訳されている (Fukuyama 1995; Putnam 1993, 2000; 稲葉・松本 2002; 山
岸 1999)。Social capitalの直訳は社会資本であるが、この用語は鉄道や道路といった社会イ
ンフラを示す用語として定着しているため、本論文では「社会関係資本」という用語を用
いて議論を進める。 
社会関係資本は政治学や社会学、経済学、経営学のように集団に注目する幅広い学問領
域で扱われており、多様な定義が存在する。たとえば、社会関係資本概念を最初に提唱し
たとされる教育学者の Hanifan (1916) は、「不動産・資産・金銭とは無関係であり、人々の
生活に欠かさず感じられる資産、すなわち個人や家族によって構成される社会的集団の構
成員相互の善意や友情、共感、社交などのことである」(p.130) と社会関係資本を定義して
いる。 
社会関係資本そのものは、1900年代初頭から議論されているが、本格的に研究が行われ
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るようになったのは 1980年代以降である。社会学の分野では Bourdieu (1986) が、「多かれ
少なかれ制度化された相互認識ないしは承認された持続的ネットワークを保有することと
結びついた現実的、または潜在的な資源の集合」(p.251) と定義した。社会関係資本は特定
のネットワークを保有することで利用できる資源の集合だというわけである。 
社会関係資本概念を一般に広めたとして高く評価されている政治学者の Putnam (1993) 
は、「調整された諸活動を活発にすることによって社会の効率性を改善できる、信頼、規範、
ネットワークといった社会組織の特徴」(p.167; 邦訳 pp.206-207) と具体的な構成要素まで
提示して定義する。しかし、社会ネットワーク研究者の Lin (2001) は、「人々が何らかの行
為を行うためにアクセスし活用する社会的ネットワークに埋め込まれた資源」(p.19; 邦訳
p.32) と定義し、Putnam (1993) のようにネットワークそのものを資源としては捉えていな
い。Lin (2001) によると、ネットワークはあくまでも資源を生み出すための要件でしかなく、
それ自体を社会関係資本に含めるべきではない。 
経営学者のAdler and Kwon (2002) は、「個人や集団で利用できる好意 (goodwill) であり、
それは行為者の社会的関係の構造内や内容に内在する」(p.23) と定義している。他にも、マ
ーケティング研究者の Mathwick et al. (2008) は、ネット・コミュニティの価値を高める資源
として社会関係資本に注目し、「特定の社会構造内に埋め込まれ、自発性や互酬性、信頼と
いった関係性の規範によって管理される無形の資源である。この資源は個人・集団レベル
で道具的・表出的な便益を生み出す。」(p.834) と規定している。 
ここでの定義を概観すると、社会関係資本はそれぞれの研究分野によって異なる定義付
けが行われているが、その多くはコミュニティないしはネットワークに埋め込まれている
複数の資源を社会関係資本と規定していることがわかる。本論文では、商的要素を含むブ
ランド・コミュニティ上に蓄積されている社会関係資本に着目しているため、マーケティ
ング領域からアプローチした Mathwick et al. (2008) の定義を参考に、「特定のコミュニティ
に埋め込まれている、あるいは蓄積される複数の無形の資源である。それは個人・集団レ
ベルで便益を生み出す」と規定する。 
 
第 2項 ネットワーク 
社会関係資本はコミュニティ、あるいはコミュニティを形成するネットワークに埋め込
まれているため、その醸成にはネットワークの持つ特性が大きく影響する。以下では、ど
のような特性のネットワーク上で社会関係資本が蓄積されるか、その点に関して先行研究
をレビューしたい。 
ネットワークは縦と横の観点から考察することができる。縦とはいわゆるパワーバラン
スに基づく上下関係であり、横とはその密度やつながりの強さを表す関係である。先に前
者に目を向けたい。ネットワークには上司と部下の関係のようにヒエラルキー構造を持つ
垂直的ネットワークと友人関係のようにパワーバランスの均衡した水平的ネットワークが
存在する。Putnam (1993) によると、信頼や互酬性といった認知的資源の蓄積に大きく寄与
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するのは水平的ネットワークである。この点に関しては、他の論者も同様のことを論じて
おり (e.g. Adler and Kwon 2002)、縦の観点からネットワークを検討すると社会関係資本の醸
成には水平的ネットワークが必要という点において統一した見解が見られる。 
Coleman (1988) と Burt (2001) はネットワークを垂直や水平といった縦の観点ではなく、
閉鎖性と開放性といった横の観点から着目している。たとえば、Coleman (1988) は親子間
のネットワークの閉鎖性に注目し、子ども同士だけでなく親同士も見知った閉鎖的なネッ
トワークによって形成されるコミュニティほど社会関係資本の蓄積が促進されると述べる。
そして、閉鎖的なネットワークで形成された社会関係資本が豊富なコミュニティでは、開
放的なネットワークで形成されるコミュニティよりも学校を退学する子どもの人数が少な
いといった、教育面での成果が得られることを主張している。これは、閉鎖的なネットワ
ークにより信頼や結束力が強まり、ネットワークを構成するメンバー全体で積極的に子ど
もを支える傾向が見られるようになるのである。 
それとは反対の立場として、Burt (2001) は開放的なネットワーク、すなわち分離してい
るコミュニティをつなぎとめるネットワークを有する仲介者が社会関係資本の恩恵を得ら
れると述べる。Burt (2001) は社会関係資本を私的財と捉えており、コミュニティ間をつな
ぎとめる弱いネットワークを有するメンバーは、普段属しているコミュニティでは入手で
きない情報を手にすることが可能となり、それが個人の強みになると説明する7。コミュニ
ティ間に存在する隙間に入り込みコミュニティを仲介するメンバーが便益を得られること
から構造的隙間論 (structural hole theory) と呼ばれている。 
Putnam (2000) は閉鎖的ネットワークと開放的ネットワークのそれぞれが異なる働きをす
ると指摘し、閉鎖的なネットワークは内部の信頼や結束を生み出す一方で、開放的なネッ
トワークは異なるコミュニティや組織と結びつける役割があると述べる。そのため、前者
がコミュニティを凝集させる接着剤であれば、後者はコミュニティ間の相互作用を促す潤
滑油であると表現している。つまり、それぞれのネットワークが異なる便益を生み出す社
会関係資本を醸成する。 
ブランド・コミュニティは社会的な関係から形成されており、そのつながりも同質的か
つ強固といった水平的・閉鎖的ネットワークの特徴を備えている。したがって、ブランド・
コミュニティはコミュニティの結束力をさらに強化する社会関係資本を醸成する場として
機能すると判断できる。 
 
第 3項 社会関係資本の類型 
本章ではブランド・コミュニティ上に蓄積される社会関係資本に注目するが、それは資
                                                   
7 この議論の背景には、Granovetter (1973) が提唱した「弱い紐帯の強み (strength of weak ties)」
という理論がある。これは、新規性の高い、価値ある情報は弱い紐帯を通じてもたらされるとい
う理論である。強い紐帯で結ばれている場合、同質性が高く同じ情報源を利用することも多いた
め、似た情報を共有する傾向が高い。しかし、弱い紐帯で結ばれる相手とは、同質性が低く情報
源も異なるため、自らが知らない新しい情報を提供してくれると考える。 
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源の特徴によって 2つ、認知的社会関係資本 (cognitive social capital) と構造的社会関係資本 
(structural social capital) に大別できる。 
認知的社会関係資本は信頼や互酬性といった認知的要素に焦点をあてるが、構造的社会
関係資本はネットワーク、役割、規則、先例や手続きによって提供される社会的組織など
を取り上げる (Uphoff 2000)。両者は相互補完的な関係にあり、ネットワークといった構造
的要素を維持するのが認知的要素であり、認知的要素は構造的要素によって強化される。 
認知的社会関係資本に注目することは、社会関係資本を公共財の観点から捉えることを
意味する。他方で、構造的社会関係資本に着目すると、それは社会関係資本を私的財の観
点から検討することを示す (Lin 2001; Putnam 2000; 三隅 2013)。 
ここで、公共財と私的財について説明したい。資源は公共財と私的財に分けられるが、
社会関係資本はどちらの観点からも捉えることができる (Lin 2001; Mathwick et al. 2008; 
Paxton 1999)。公共財とは集団で共有している財であり、資源の蓄積に関わったかどうかに
関係なくコミュニティのメンバーであれば自由に利用できる。資源の利用可能性がコミュ
ニティメンバーとそうでないものを弁別するため、その資源が存在することによりコミュ
ニティの境界線がより明確になる (Bourdieu 1986)。境界線が明確になると、メンバーはコ
ミュニティの内と外を意識して内集団を外集団よりも高く評価するようになり、自らが属
するコミュニティをより好ましく思うようになる (Hogg and Abrams 1988)。その結果として、
コミュニティの結束力が強化される。このように、公共財の観点からは、主に社会関係資
本がコミュニティに対して何らかのプラスの影響を及ぼすと考える。他方で、私的財は特
定の個人が有する財であるから、その資源から恩恵を得られるのは所有者個人のみである 
(石田 2008)。そのため、コミュニティに参加している個人がどのようなネットワークを有
しているか、そして、そのネットワークからいかなる便益が手に入れられるかに注目する
ことになる。 
社会関係資本はこのように分類できるため、この概念を用いて分析を行う場合、自らが
どちらの社会関係資本に着目するのかを明確に示さねばならない。本章では、前者の認知
的要素に主眼を置く。その理由をここでは 2つ提示する。第 1に、本章の目的がコミュニ
ティとの同一化を促す要因を解明することだからである。ネットワークの強化といった構
造面を成果と捉えているため、構造を強化する認知的社会関係資本に焦点を置き、その作
用を検討する。第 2は、ネットワークは心理変数として扱うことができず、メンバーの意
識変化を分析する上で適していないためである。 
 
第 4項 社会関係資本が生み出す成果 
ここでは、社会関係資本が生み出す成果に関してまとめたい。社会関係資本の成果は、
それぞれの研究の文脈に依存して変化し、共通した変数が用いられてきたわけではない 
(Mathwick et al. 2008)。以下では、学問領域を軸にいくつかの成果を整理する。まず、政治
学や経済学では、社会関係資本が政治のパフォーマンスの向上や経済成長、社会の発展と
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いったコミュニティ全体の結束力の強化や魅力の向上、成長に寄与すると述べられている 
(Fukuyama 1995; Knack and Keefer 1997; Putnam 1993, 2000; Zak and Knack 2001; 大守 2004)。
社会関係資本が豊富なコミュニティにおいては、人々がコミュニティ活動に参加し、集合
行為のジレンマで見られるタダ乗り8を市民の主体的協力によって監視することが可能とな
り、人々が安心して日々の生活やビジネスを行えるためである。他にも、コミュニティ活
動への参加が情報の不完全性の補完、子どもの教育への影響、犯罪抑止、健康や幸福感に
影響を及ぼすため、その結果としてコミュニティが繁栄すると説明されている (Coleman 
1988; Putnam 2000; 大守 2004)。 
タダ乗りを市民の主体的協力により監視することは、メンバーが自由に活動する権利を
制限するものである点はここで指摘しておきたい。社会関係資本が豊富なコミュニティは
長期的に維持されるため、そこには特有の儀式や伝統といった規範が生まれ、メンバーは
それに従わなければならなくなる。社会関係資本が存在することでメンバーはメンバーと
しての責任感を抱き、コミュニティの魅力や結束力を損ねないためにもその規範を順守す
る。すなわち、社会関係資本はコミュニティの発展を促すと同時に、メンバーの行動を制
限する規範圧力も生み出す (Portes and Sensenbrenner 1993)。このように、社会関係資本はメ
ンバーに対して肯定的な影響のみならず、否定的な影響も与える。規範圧力はメンバーに
とっては否定的な側面を有しているが、コミュニティを一定のルールのもとで発展させる
ことに貢献するため、企業は醸成することが求められる要素である (Brown 1988; Putnam 
2000)。 
Adler and Kwon (2002) は経営学の観点から、社会関係資本が組織に蓄積される知識の質
を向上させることによって、構成員が持つ組織への依存度を高め、組織の結束力を強める
と述べる。企業のような組織だけではなく、消費者によって構成されるネット・コミュニ
ティでも、社会関係資本がコミュニティの価値や消費者の持つ製品知識に影響を及ぼしコ
ミュニティ・コミットメントの向上を促すことが指摘されている (Hung and Li 2007; 
Mathwick et al. 2008)。このように、社会関係資本はコミュニティの価値、換言するとその魅
力をさらに高め、メンバーにコミュニティで結ぶ関係性を継続させたいと意識させる機能
を持つ (三隅 2013)。 
社会関係資本が生み出す具体的な成果はそれぞれの研究が注目する文脈によって異なる
が、その全てにおいて、社会関係資本がコミュニティの魅力を高め、コミュニティで結ぶ
関係性をより長期継続的なものへと変化させると論じている。本論文でもこの点に注目し
たい。メンバーは魅力あるコミュニティへ参加することで、コミュニティと同一化する程
度を高めるためである (Hogg and Abrams 1988)。このことを踏まえると、コミュニティの魅
力を高める社会関係資本は、コミュニティとの同一化を促す要因として機能することがわ
かる。さらに、社会関係資本は規範圧力も高めることから、企業はブランド・コミュニテ
ィ内に社会関係資本を蓄積することでブランド・コミュニティを一定の秩序のもとで長期
                                                   
8 フリーライドともいう。特定の対価を支払わずに便益を享受する行為。 
  
55 
 
継続的に維持することが可能となり、ブランドとの関係性を強化することができる。社会
的同一化アプローチでは、コミュニティとの同一化や規範圧力を促す要因に関しては、こ
れまで十分な議論が行われてこなかったが、社会関係資本がそれら 2要因を促す機能を有
していることが明らかになった。 
 
第 3節 ブランド・コミュニティにおける社会関係資本の下位構成概念 
第 1項 自発性 
社会関係資本の要素として、第 1に自発性が挙げられる (Mathwick et al. 2008)。自発性と
は、自らの意志によってコミュニティで行動することである。自発性に関しては、インタ
ーネットの普及により大きな変化がもたらされた。地域を境界線としたコミュニティでは、
時間的・空間的制約も多いために参加することにかかる金銭的・精神的コストが高かった。
しかし、インターネット上では数回クリックするだけでコミュニティへ参加できる (Zaglia 
2013)。結果として、インターネットの普及によりメンバーは容易にコミュニティに参加す
ることができるようになり、自発性の高いメンバーがそれまでよりも増加した (Rheingold 
2002)。 
通常、オンライン・コミュニティでは、メンバーの多くは弱いネットワークで他のメン
バーとつながっていると考えられている (Paxton 1999)。しかし、ブランド・コミュニティ
ではその議論はあてはまらない。ブランド・コミュニティはそれがオンライン・ブランド・
コミュニティであるか否かにかかわらず、自発性が高く強いネットワークで結ばれている
メンバーが多く参加しているためである (Muniz and O’Guinn 2001; Schau and Muniz 2002)。
そのようなメンバーの代表格はハードコア・メンバーであり、積極的に新規参加メンバー
の支援をするといった活動を行い、ネットワークの強化に貢献している (Schouten and 
McAlexander 1995)。このことは、ブランド・コミュニティが特定のブランドを好む消費者
が能動的に集まることで形成されることからも理解できよう。 
特定のメンバーが積極的に活動を行うことで、その行動に触発されて他のメンバーも活
動するようになる (石井 2002)。それが、コミュニティ内の資源蓄積に寄与し、結果として
コミュニティを魅力ある場へと変化させ、メンバーの結束力を強めることになる。 
 
第 2項 信頼 
Fukuyama (1995) や Putnam (1993, 2000) は信頼を社会関係資本の中核概念として扱って
いる。山岸 (1998) は信頼を「社会的不確実性が存在しているにもかかわらず、相手の (自
分に対する感情までも含めた意味での) 人間性ゆえに、相手が自分に対してそんなひどいこ
とはしないだろうと考えることである」(p.40) と定義する。他にも、Luhmann (1979) は「最
も広い意味では、自分が抱いている所々の (他者あるいは社会への) 期待をあてにすること」
(p.4; 邦訳 p.1) と信頼を説明しており、Barber (1983) は「自然的秩序ないしは道徳的社会秩
序の存在に対する期待」(p.9) と規定している。これらの定義から、信頼という概念は客体
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に対する期待として説明することができる。 
客体に対する期待としての信頼は 2つに大別できる。それぞれ「相手の能力に対する期
待としての信頼 (以下、能力に対する期待)」と「相手の意図に対する期待としての信頼 (以
下、意図に対する期待)」である (Andaleeb 1992; Barber 1983; Yamagishi and Yamagishi 1994; 
山岸 1998)。この議論をブランド・コミュニティの文脈にあてはめると、能力に対する期待
は他のメンバーが問題解決を行う上で十分な知識を有している、あるいはコミュニティ内
には十分な知識が蓄積されていると期待することである。意図に対する期待は、他のメン
バーが自分を騙すことなく誠実に支援してくれるだろうと期待することとして解釈するこ
とができる。 
後者の意図に対する期待には安心という概念も含まれている (山岸 1998)。安心とは、相
手が裏切ることによって不利益を被ることがわかっているために持つ期待である。たとえ
ば、相手が自分を裏切れば相手側に多額の経済的損失が発生する場合であれば、その人物
は自分を裏切ることはないだろうと期待する。これが安心である。このため、上司と部下
のようにパワーバランスが等しくない間柄では、上司は部下が裏切ることはないだろうと
期待するため安心が生じやすい。ブランド・コミュニティは水平的なネットワークで結ば
れており、パワーバランスが均衡していることから安心に関しては重要視する必要はない
と判断する。したがって、ここで議論する信頼とは、能力に対する期待と意図に対する期
待のことであるが、後者の期待には安心というものは含めずに考える。 
ところで、信頼が重要視される状況は情報が正確でないと損をする場合、不確実性が高
い場合である (山岸 1998)。ブランド・コミュニティ、とりわけオンライン・ブランド・コ
ミュニティでは情報の発信者と受信者が互いをあまり知らないことが多く (O’Guinn and 
Muniz 2009)、発信者やその情報の信頼性に疑問が残る。そのためコミュニティが価値ある
場として機能するには信頼が不可欠である。なお、ここで議論している信頼とは、特定の
個人に向けられたものではなく集団に向けられたものである点には留意したい。 
 
第 3項 互酬性 
社会関係資本研究ではその構成要素として互酬性の規範 (norms of reciprocity) に注目が
集まっている (Mathwick et al. 2008; Putnam 1993, 2000)。Gouldner (1960) によると互酬性の
規範とは、受け取った利益に対して生じる返礼の義務であり、その返礼は道徳的な規範に
よって同等の価値を持つ必要があるとされる。 
この互酬性は 3つ、一般的互酬性 (generalized reciprocity) と均衡的互酬性 (balanced 
reciprocity)、否定的互酬性 (negative reciprocity) に分類することが可能である (Sahlins 1972)。
一般的互酬性とは利他主義的な贈与のことであり、「直接何かがすぐ帰ってくることを期待
しないし、あるいはあなたが誰であるかすら知らなくとも、いずれはあなたか誰か他の人
がお返しをしてくれることを信じて、今これをあなたのためにしてあげる」(Putnam 2000, 
p.135; 邦訳 p.156) という意識である。すなわち、第 3章で提示した互酬性とは一般的互酬
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性のことである。均衡的互酬性とは、等価値の品目の同時交換を意味し、「あなたがそれを
やってくれたら、私もこれをしてあげる」(Putnam 2000, p.20; 邦訳 p.17) というお互い様の
意識である。否定的互酬性とは損失なしに無料で何かを獲得しようとする試みであり、功
利主義的な利益を志向して公然と行われる横領を生み出す意識である。 
ブランド・コミュニティのメンバーは水平的なネットワークで結ばれており、パワーバ
ランスが均衡しているために支援したことでの返礼を強要することは困難である。さらに、
ブランド・コミュニティに参加しているメンバーの多くは他のメンバーと直接コミュニケ
ーションを取ることが少なく、必ずしも即時的なコミュニケーションを行っているわけで
はない (O’Guinn and Muniz 2009)。これらの点を考慮すると、他のメンバーを支援すると同
時に本人からの返礼を期待することも難しい。したがって、ブランド・コミュニティでは、
一般的互酬性 (以下、互酬性) がより重要な働きをすると考えられる。メンバーは支援活動
による返礼を、支援対象であるメンバーからではなくコミュニティから得られることがで
きればいい。互酬性は、コミュニティの魅力を高めるため、長期的にコミュニティを維持
するためには欠かせない要素である (Giesler 2006; Mathwick et al. 2008; Muniz and O’Guinn 
2001)。 
 
第 4項 コミュニティとブランドとの類似度 
社会関係資本の要素として、第 4にコミュニティとブランドの類似度 (community-brand 
similarity) が挙げられる (Zhou et al. 2012)。ブランド・コミュニティはメンバー同士の関係
性からのみ構成されるわけではなく、ブランドとの間にも関係性が結ばれる。社会関係資
本が公共財であることを考慮すると、焦点メンバー自らがブランドとの間に結ぶ関係性で
はなく、メンバーベースのブランド・コミュニティで述べた 3つ目の関係性である他のメ
ンバーがブランドとの間に結ぶ関係性に内在する認知的資源も社会関係資本として扱うこ
とができる。 
企業がブランドとの関係性を強化する場としてブランド・コミュニティを管理するため
には、メンバーにブランド・コミュニティを通じて自己表現してもらうことが極めて重要
である (Algesheimer et al. 2005; Carlson et al. 2008)。メンバーがコミュニティを通じて自己表
現する際に重要視するのが、コミュニティが有する魅力である。メンバーはコミュニティ
に魅力を感じるからこそ、そうしたコミュニティを通じて自己概念を規定したいと望み、
同一化することで情緒的な喜びを感じるわけである。このことは、Evans and Jarvis (1980) が、
集団への魅力は、メンバーがコミュニティと同一化したいと考えているかどうかで示すこ
とができると説明していることからも読み取れる。ブランド・コミュニティに参加してい
るメンバーは当該ブランドを好んでいるため、そのブランドの有するイメージやパーソナ
リティを魅力的に感じている (Keller 1998)。このため、コミュニティあるいは他のメンバー
が有するイメージやパーソナリティが、当該ブランドの持つそれらと類似していると、メ
ンバーはコミュニティをより魅力的なものと感じる。これが、コミュニティとブランドの
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類似度に注目する理由である。 
焦点メンバーがコミュニティとブランドの間にそのような類似性を認識することで、当
該ブランドを好む自らと他のメンバーとの類似性を認識することができ、コミュニティに
さらに魅力を感じるようになる (Harper and Dunham 1959)。その結果として、メンバーはコ
ミュニティと同一化し、そのコミュニティが中心に据えるブランドをより好ましく思うよ
うになる。同時に、コミュニティとブランドが類似しているからこそ、規範に逸脱した行
為を控える。他のメンバーと異なる行動を取ることでその類似度が低下する恐れがあるた
めである。すなわち、規範圧力を受けて行動が制限されるのである。 
 
第 4節 小括 
本章では、ブランド・コミュニティ上に蓄積される社会関係資本に注目し、その捉え方
や成果、下位構成概念について幅広く記述した。そのなかで、社会関係資本がコミュニテ
ィとの同一化と規範圧力を促すことを明らかにした。 
社会関係資本とは、コミュニティ上に蓄積される複数の認知的資源である。社会関係資
本が豊富なコミュニティに参加しているメンバーはコミュニティを魅力的なものと感じ、
そうしたコミュニティと同一化する程度を高める。同時に、その魅力を低減させないよう
にコミュニティの規範を順守するといった規範圧力を受ける程度も高める。これらの意識
変化はメンバーがコミュニティでの結束力を強めることを意味し、それによりブランドと
の関係性が強化される。社会的同一化アプローチでは、コミュニティ内の資源やそれが生
み出す魅力がメンバーに及ぼす影響が議論されてこなかったが、社会関係資本概念を用い
ることで、それらの点について議論することができた。 
社会関係資本研究で対象とされてきたコミュニティは地域に基づくコミュニティや SNS
のようなネット・コミュニティであり、ブランド・コミュニティは対象とされてこなかっ
た。従来の研究では、社会関係資本をメンバー同士の関係性に内在する自発性や信頼、互
酬性といった要素を取り上げて議論することが多かった。本章では、ブランド・コミュニ
ティにおける社会関係資本が、上記の 3要因 (自発性、信頼、互酬性) と、他のメンバーと
ブランドとの関係性に内在するコミュニティとブランドの類似度から構成されると捉えた。
社会関係資本概念をブランド・コミュニティ研究に導入する上で、ブランド・コミュニテ
ィ固有の概念を新たに付け加えたわけである。これにより、ブランド・コミュニティにお
ける社会関係資本には、人間的な魅力に加え、ブランドの有する魅力も組み込まれている
ことが示された。  
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第 5章 修正版社会的同一化アプローチに基づく実証モデルの構築と検証 
第 1節 実証モデルおよび仮説の構築 
本章では、社会関係資本がコミュニティとの同一化や規範圧力を促し、ブランドとの関
係性を強化する過程を仮説として提示し、それを検証する。社会的同一化アプローチの議
論に、規範圧力や社会関係資本概念を組み込んでブランド・コミュニティを考察するこの
アプローチを「修正版社会的同一化アプローチ」と呼ぶことができる。 
本章における実証モデルは図 11である。ブランド・コミュニティにおける社会関係資本
はメンバー同士の関係性や、他のメンバーとブランドとの関係性に内在する認知的資源か
ら構成される。具体的には、自発性、信頼、互酬性、コミュニティとブランドの類似度と
いった認知的資源が構成要素として挙げられる。メンバーはこれらの資源から影響を受け、
ブランドとの関係性を強化する。なお、実証モデルでは、コミュニティとの同一化や規範
圧力の影響を受けるブランドとの関係性の下位構成概念としてブランド・コミットメント
とブランド・ロイヤルティを取り上げる。両概念を用いることで、愛顧ブランドとの関係
性を態度と行動の双方から測ることができるためである。また、第 3章での分析から、ラ
イバルブランドへの意識は必ずしも否定的ではないことが明らかになったことから、ライ
バルブランドへの意識はモデルには組み込んでいない。制御変数として、性別や年齢を組
み込むことで、デモグラフィック属性からの影響も同時に検討している。 
 
(図 11) 本論文における実証モデル 
 
 
以下では、具体的な影響関係を検討したい。Mathwick et al. (2008) は、社会関係資本が蓄
積されることでコミュニティの情報的価値や社会的価値が向上することを明らかにしてい
る。これは社会関係資本がコミュニティの魅力を高めることを意味する (三隅 2013)。コミ
ュニティが魅力ある場に変化することによってメンバーはコミュニティと同一化する程度
を高める。人は本来的に他者によく見られたいと考えており、肯定的なイメージを自らに
付与することを望んでいる (工藤 2010)。メンバーは、魅力あるコミュニティと同一化する
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ことでその魅力を自己の属性の一部として他者に示すことができるようになる。 
他にも、信頼がリレーションシップ・マーケティング研究で注目されてきたのは前述の
とおりであり、これが醸成されると主体と客体の関係性はより良好で長期継続的なものに
なる (e.g. Morgan and Hunt 1994; 久保田 2012)。関係性の質が向上することによって、メン
バーは他のメンバーを自己の延長として感じ、コミュニティと同一化するようになる 
(Harper and Dunhma 1959)。また、互酬性には他のメンバーを見知らぬ競争相手のように思
わせるのではなく協力すべき仲間だと思わせる作用がある (Newton 1997)。すなわちそれは、
仲間意識を醸成することにつながる。コミュニティとブランドの類似度が高いことも、コ
ミュニティの魅力を高めることに寄与し、コミュニティとの同一化を促すことになる。 
 
H1. 社会関係資本、(a) 自発性、(b) 信頼、(c) 互酬性、(d) コミュニティとブランド
の類似度はコミュニティとの同一化に正の影響を及ぼす 
 
社会関係資本はメンバーにコミュニティの一員であることを自覚させ、メンバーとして
の責任感や義務感を抱かせる (Etzioni 1996; Portes 1998; Portes and Sensenbrenner 1993; 
Putnam 2000)。メンバーはそのような意識を抱くことで、コミュニティやブランドに対して
の否定的・逸脱的行動を控えるようになる (McMillan and Chavis 1986)。コミュニティにお
ける規範の存在を認識すると、メンバーとしての責任感からそれを遵守しなければならな
いと感じるためである。すなわち、規範圧力を受けて行動が制限される。たとえば、メン
バーはコミュニティに属することによって、儀式や伝統を守るために特定の行動を規制さ
れるといった規範圧力を受けることがある。以上の議論から次の仮説が導き出される。 
 
H2. 社会関係資本、(a) 自発性、(b) 信頼、(c) 互酬性、(d) コミュニティとブランド
の類似度は規範圧力に正の影響を及ぼす 
 
メンバーがコミュニティと同一化する程度を高めると、他のメンバーから受ける規範圧
力が低減する (Algesheimer et al. 2005)。類似度が高い内集団のメンバーからの影響を強く受
け、コミュニティの特徴が自己の特徴の一部へと変化することでコミュニティに備わって
いる価値基準と自らの有するそれとが同質化し、規範を遵守することが当たり前であると
認識するようになるのである (Hogg and Abrams 1988; Turner 1987)。このように、集団に属
することで個人としての意識が弱化し、集団の特徴が自己の特徴へと変化することを自己
カテゴリー化理論では脱個人化 (depersonalization) として説明している (Turner 1987)。以上
の議論から、次の仮説を設定することが可能である。 
 
H3. コミュニティとの同一化は規範圧力に負の影響を及ぼす 
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メンバーがコミュニティと同一化すると、他のメンバーが好むブランドを同様に好むよ
うになる。自らと類似している他のメンバーが好むものはより魅力的なものに見えるため
である (Ferguson and Kelly 1964)。また、脱個人化が行われることで、他のメンバーが当該
ブランドを好んでいるといった特徴を自らの特徴へと変化させ、当該ブランドを好むよう
になる。したがって、コミュニティとの同一化がブランドとの関係性の態度的側面である
ブランド・コミットメントを高めると考えられる。 
コミュニティとの同一化の影響は態度的側面のみならず、行動的側面にも現れる。Fisher 
and Wakefield (1998) や Heere et al. (2011) は、メンバーがコミュニティと同一化する程度を
高めることで、そのコミュニティに関連した商品の購買量が増えることを定量調査により
確認している。他にも、メンバーが同一化する程度を高めることで同一化対象である企業
やコミュニティの商品へのロイヤルティが高まることが複数の研究者によって示されてい
る (e.g. Bhattacharya and Sen 2003; Matzler et al. 2011)。ここでの議論から、次の仮説が導き出
される。 
 
H4. コミュニティとの同一化は (a) ブランド・コミットメント、(b) ブランド・ロ
イヤルティに正の影響を及ぼす 
 
規範圧力が高まることでもメンバーは当該ブランドを継続購買する。規範圧力を受けた
メンバーは他のメンバーと同様の行動を求められる、すなわち同調行動を促される (Asch 
1955)。その行動の 1つに当該ブランドの継続購買がある。メンバーが同調行動を行うのは
ライバルブランドの購買といった逸脱的行為を行うことで、コミュニティから排除される、
あるいは他のメンバーから非難を受けるといった制裁が行われる可能性が存在するためで
ある。つまり、規範圧力が生じることによって、ブランドへの行動的側面であるブランド・
ロイヤルティが高まる。しかし、規範圧力からブランドへの態度的側面であるブランド・
コミットメントへの影響はなく、再購買といった行動的側面のみに影響すると考えられる。 
 
H5. 規範圧力はブランド・ロイヤルティに正の影響を及ぼす 
 
ブランド・コミットメントとブランド・ロイヤルティは類似した概念であるが、本論文
では両者を態度と行動により区別すると論じた。そのため、ブランド・コミットメントは
ブランド・ロイヤルティに影響を及ぼすと考える (Kim et al. 2008; 青木 2004)。ここでの議
論から、次の仮説を設定したい。 
 
H6. ブランド・コミットメントはブランド・ロイヤルティに正の影響を及ぼす 
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第 2節 質問調査票の概要と実体分析 
第 1項 測定尺度 
調査に用いた測定尺度は、先行研究において信頼性や妥当性が十分に検証されているも
のを採用しており、全項目 11段階のリッカート尺度によって測定している。メンバー同士
の関係性の下位構成概念は、Mathwick et al. (2008) から自発性、信頼、互酬性をそれぞれ 3
項目、3項目、2 項目測定した。互酬性に関してはWasko and Faraj (2000) からも 1項目採用
し、計 3項目で測定している。他のメンバーとブランドとの関係性の下位構成概念である
コミュニティとブランドの類似度は Zhou et al. (2012) から 3項目採用している。コミュニテ
ィとの同一化と規範圧力は Algesheimer et al. (2005) から 5項目と 2項目、ブランド・コミッ
トメントは Coulter, Price and Feick (2003) から 3項目、ブランド・ロイヤルティは Kim et al. 
(2001) から 3項目採用している。具体的な測定項目に関しては、本論文 p.76 の資料 1に掲
載している。 
なお、本論文で採用した測定尺度は全て英語文献で提示されているものであるため、
Douglas and Craig (1983) が推奨するバックトランスレーションを行っている。その方法は次
のとおりである。まず、筆者が測定項目を全て日本語に翻訳した。次に、プロの翻訳者に
日本語に翻訳した測定項目を全て英語に翻訳しなおしてもらう。そして、英語のネイティ
ブスピーカーに元の英語での測定項目と、翻訳しなおした測定項目を比較してもらい、意
味やニュアンスに違いがないかを確認してもらった。修正する必要があると判断した項目
は、違いがなくなるまで修正を繰り返した。 
 
第 2項 コミュニティ参加者の特徴や参加コミュニティの種類に関する実体分析 
本章で分析したデータは、マーケティング調査会社に協力してもらい、2013 年 12月から
2014年 1月にかけて、日本全国に住む 20-60代の男女計 600人からインターネット調査に
より回答を得たものである。本論文はブランド・コミュニティ参加者を念頭に分析するた
め、スクリーニング項目として特定の製品やサービスのブランド・コミュニティに参加し
ているかどうかを質問している。そこで、参加していると回答した 110人から、すべての項
目で同じ回答をしている 8人を除く、計 102人のデータを分析する。回答者の性別や年代
は表 7や図 12にまとめる。なお、本論文では、より幅広い観点からブランド・コミュニテ
ィを検討するため、特定のブランド・コミュニティを対象とした調査は行わない。 
ここでの結果は、日本におけるブランド・コミュニティの利用状況を示すものであり、
これ自体、ブランド・コミュニティ研究に対して一定の貢献をなし得るものである。たと
えば、コミュニティ参加者は全体の 17.0%ということがわかったことは、企業がブランド・
コミュニティを運営することでの成果を予想するための 1つの指標として扱えるだろう。
次に、性別と年代からコミュニティへの参加人数を検討すると、大きな差があるわけでは
ないが男女問わず若年層ほどコミュニティへの参加傾向が強いことが読み取れる。 
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(表 7) コミュニティ参加者の要約 
 合計  コミュニティ参加人数 (%) 
年代 男性 女性 合計  男性 女性 合計 
20 代 60 60 120  13 (21.7%) 14 (23.3%) 27 (22.5%) 
30 代 60 60 120  10 (16.7%) 15 (25.0%) 25 (20.8%) 
40 代 60 60 120  11 (18.3%) 8 (13.3%) 19 (15.8%) 
50 代 60 60 120  11 (18.3%) 10 (16.7%) 21 (17.5%) 
60 代 60 60 120  3 (5.0%) 7 (11.7%) 10 (8.3%) 
合計 300 300 600  48 (16.0%) 54 (18.0%) 102 (17.0%) 
 
(図 12) ブランド・コミュニティ参加者と年代 
 
メンバーの参加コミュニティの種類について検討する。ブランド・コミュニティ参加者
は、Facebook上のコミュニティ9や 2ちゃんねる上のスレッド、企業ホームページ上のコミ
ュニティ等どのような種類のコミュニティに参加しているかを確認する10 (表 8)。ここでの
結果からは、参加コミュニティの種類は Facebookや 2ちゃんねるに集中していることがわ
かる。その一方で、企業ホームページ上のコミュニティへの参加者は極めて少ないことが
特徴として見られる。 
表には記載していないが、Facebook上のコミュニティのみに参加しているメンバーは 43
人、2ちゃんねるのみに参加しているメンバーは 46 人と、回答者の多くが参加しているコ
ミュニティの種類は単一であることはここで指摘しておきたい。なお、仮説検証に用いる
測定項目に関しては、回答者が「最もよく閲覧するコミュニティ」を念頭に回答してもら
った。 
 
 
                                                   
9 正式には「Facebookページ」という名称であるが、ここではコミュニティという用語を用いて
説明する。 
10 2 ちゃんねるのような掲示板がブランド・コミュニティとして扱われていることは第 3章でも
論じたが、Facebook上に存在するコミュニティもブランド・コミュニティと捉えることができ
ることは Zaglia (2013) が論じている。 
0%
5%
10%
15%
20%
25%
30%
20代 30代 40代 50代 60代
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(表 8) 参加コミュニティの種類 
 合計 % 
参加しているコミュニティの種類 (複数回答可)   
Facebook 上のコミュニティ 60 52.9 
2ちゃんねるのスレッド 60 52.9 
企業ホームページ上のコミュニティ 4 3.9 
Facebook 以外の SNS上のコミュニティ 4 3.9 
その他のコミュニティ 1 1.0 
 
第 3節 仮説検証 
第 1項 測定尺度の信頼性と妥当性 
本章ではパス解析を用いて仮説検証を行う。それに先立ち、Anderson and Gerbing (1988) 
が提唱する 2ステップ・アプローチに則り、測定尺度の信頼性と妥当性を検証した (表 9)。
まず、分析に用いるデータに偏りがないかを確認するため、天井効果およびフロア効果の
有無を検証した。その結果、すべての項目において基準を満たしていることがわかった。 
信頼性に関しては Composite Reliability (CR) から検討した。すべての構成概念で CR が基
準となる値の.60は上回っていることを確認することができたため、測定項目の信頼性を確
保することができたといえよう (Bagozzi and Yi 1988)。 
収束妥当性に関しては、各潜在変数から観測変数への因子負荷量ならびに Average 
Variance Extracted (AVE) から判断した (Bagozzi and Yi 1988)。因子負荷量に関しては互酬性
の 1項目 (Rec01) がわずかながら基準となる値の.60を下回っているものの、それ以外の項
目では全て上回っていることを確認することができた (Bagozzi and Yi 1988)。AVE に関して
は、すべての構成概念において基準となる値の.50を超えていることを確認している 
(Fornell and Larcker 1981)。これらの結果から、収束妥当性が確認されたと判断することがで
きる。 
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(表 9) 構成概念の信頼性と妥当性 
概念名 因子負荷量 平均値 S.D. CR AVE 
自発性      
Vol01 
Vol02 
Vol03 
.77 4.93 1.86 .686 .604 
.81 
.74 
信頼     
Trust01 
Trust02 
Trust03 
.77 4.86 1.86 .791 .558 
.74 
.73 
互酬性     
Rec01 
Rec02 
Rec03 
.52 5.83 1.82 .779 .551 
.78 
.88 
コミュニティとブランドの類似度 
Sim01 
Sim02 
Sim03 
.81 4.49 1.61 .897 .820 
.84 
.86 
コミュニティとの同一化 
IC01 
IC02 
IC03 
IC04 
IC05 
.82 5.15 2.00 .921 .702 
.76 
.83 
.85 
.92 
規範圧力     
Norm01 
Norm02 
.70 4.48 
 
2.00 
 
.772 
 
.632 
 .88 
ブランド・コミットメント     
BC01 
BC02 
BC03 
.88 5.28 1.93 .901 .751 
.87 
.85 
ブランド・ロイヤルティ     
BL01 
BL02 
BL03 
.75 4.84 1.84 .833 .625 
.80 
.82 
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年齢 - 40.03 13.35 - - 
性別 (女性) - 1.53 0.50 - - 
 
第 2項 仮説検証 
H1から H6を検証するにあたって、本論文ではそれぞれの概念の下位尺度得点を用いて
パス解析を行った。モデルの適合度は、Chi-square=37.456、d.f.=22、GFI=.936、CFI=.983、
NFI=.961、RMSEA=.083とそれぞれの基準とされている値よりも良い値を示したことから 
(Bagozzi and Yi 1988; Hair et al. 2009)、本論文で想定した実証モデルとデータが適合している
ことがわかる。予測モデルには成果変数であるブランド・コミットメントとブランド・ロ
イヤルティに対して 2 つの制御変数、年齢と性別を組み込んだが、これらの制御変数から
有意な影響は確認されなかった。 
社会関係資本からコミュニティとの同一化への影響を確認する。コミュニティとの同一
化に関しては、自発性の影響が (β=.170, p<.10)、信頼からの影響が (β=.389, p<.01)、互酬性
からの影響が (β=.238, p<.01)、コミュニティとブランドの類似度からの影響が (β=.188, 
p<.01) であり、すべてのパスにおいて有意な正の影響を確認することができた。この結果
から、H1a, b, c, d すべてを支持することができる。つまり、本論文で取り上げた社会関係資
本の下位構成概念はすべてコミュニティとの同一化を促すことに寄与する。 
次に、社会関係資本が規範圧力に与える影響を確認する。自発性からは有意な影響が見
られなかった。自発性が高まっているコミュニティでは、他のメンバーが望むように行動
することに対して義務感を覚えないことを意味する。その一方で、信頼から規範圧力へは 
(β=.537, p<.01) と強い有意な正の影響が見られた。互酬性から規範圧力へは (β= -.268, 
p<.01) と有意な負の影響が確認された。互酬性が存在することで、自らがコミュニティか
ら恩恵を受けるのであれば、そのお返しに他のメンバーを支援しようと考えるが、その意
識は義務的に他のメンバーを支援しなければならない、あるいは特定の行動をするように
迫られるといった意識へと変化しないことを意味する。この分析結果から、従来の研究で
はその上位概念である道徳的責任感として扱われてきた互酬性と規範圧力には直接的な影
響関係が見られないことがわかる。コミュニティとブランドの類似度から規範圧力へは 
(β=.386, p<.01) と有意な正の影響が見られた。これらの結果から、H2b,d は支持されるが、
有意な影響が見られなかった H2aと有意な負の影響を及ぼした H2cは支持されなかった。 
コミュニティとの同一化が規範圧力に及ぼす影響を確認したい。コミュニティとの同一
化から規範圧力への間には有意な影響が見られなかったため、H3は支持されないことにな
る。この結果は、Algesheimer et al. (2005) のパスを支持しないものであるが、有意な影響が
見られなかった理由として、SNS の普及が影響を及ぼしていると考えられる。SNS の普及
によってメンバーの参加しているコミュニティが可視化され、それを他者に示すことで自
己を表現できるようになった。その結果として、ブランドへの関与が高くないにもかかわ
らず、自己を表現するためのみにコミュニティに参加するメンバーが増加した (Zaglia 2013; 
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羽藤 2012b)。そのようなメンバーは、参加しているコミュニティを用いて自己を規定する
が、それが主たる目的であるためにコミュニティでは積極的に活動せず、メンバーとして
の責任感が希薄である。そのため、コミュニティとの同一化とメンバーとしての責任感か
ら生じる規範圧力の間に影響関係が見られなかったと考えられる。 
コミュニティとの同一化がブランドとの関係性に及ぼす影響を確認する。態度面におい
ては、コミュニティとの同一化がブランド・コミットメントに対して (β=.787, p<.01) と強
い有意な正の影響を示している。その一方で、行動面を検討すると、コミュニティとの同
一化からブランド・ロイヤルティへの影響は非有意であった。コミュニティとの同一化と
ブランド・ロイヤルティは直接ではなく、ブランド・コミットメントを介して間接的に影
響しあう関係 (β=.576) である。これらの結果から、H4aは支持され、H4bは支持されなか
った。 
ここではさらに、ブランド・コミットメントがコミュニティとの同一化とブランド・ロ
イヤルティを結ぶ媒介変数として機能しているかを統計的に検証するため媒介分析を行っ
た (Baron and Kenny 1986)。まず、独立変数であるコミュニティとの同一化と従属変数のブ
ランド・ロイヤルティのみを用いた分析を行った結果、有意な正の影響が見られた (β=.731, 
p<.01)。次に、媒介変数であるブランド・コミットメントを組み込んだ 3変数で分析を行う
と (コミュニティとの同一化→ブランド・ロイヤルティ、コミュニティとの同一化→ブラン
ド・コミットメント、ブランド・コミットメント→ブランド・ロイヤルティ)、コミュニテ
ィとの同一化からブランド・ロイヤルティへの直接的なパスは非有意となった。一方で、
コミュニティとの同一化からブランド・コミットメントへは (β=.787, p<.01)、ブランド・コ
ミットメントからブランド・ロイヤルティへは (β=.743, p<.01) と双方のパスにおいて有意
な正の影響が見られた。この結果から、統計的にもコミュニティとの同一化とブランド・
ロイヤルティは、ブランド・コミットメントを媒介する形で結びついていることが明らか
となった。これは、コミュニティに参加するメンバーがより理性的であることを意味する。
メンバーはコミュニティと同一化することで、他のメンバーが好むブランドをより好まし
く感じるようになるが、その際に盲目的に当該ブランドを購買するのではなく、自らが好
むことによって購買するためである。 
規範圧力からブランド・ロイヤルティへの影響を検討したい。このパスに関しては有意
な正の影響が見られた (β=.391, p<.01)。規範圧力を受けるメンバーは、当該ブランドの製品
を購買するといった同調行動を行う傾向があることが明らかとなった。この結果から、H5
を支持することができる。 
最後に、ブランド・コミットメントからブランド・ロイヤルティへの影響は、強い有意
な正の影響を確認することができた (β=.662, p<.01)。ブランド・コミットメントを有するメ
ンバーは、積極的に同じ商品を購買する傾向にある。H6は支持されることになる。パス解
析の結果は表 10にまとめている。 
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(表 10) パス解析の結果 
構成概念 独立変数  従属変数 仮説 β 
社会関係資本 Vol → IC H1a .170 
Trust → IC H1b .389 
Rec → IC H1c .238 
Sim → IC H1d .188 
社会関係資本 Vol → Norm H2a n.s. 
Trust → Norm H2b .537 
Rec → Norm H2c -.269 
Sim → Norm H2d .386 
 IC → Norm H3 n.s. 
 IC → BC H4a .787 
 IC → BL H4b n.s. 
 Norm → BL H5 .391 
 BC → BL H6 .662 
※自発性 (Vol)、信頼 (Trust)、互酬性 (Rec)、コミュニティとブランドの類似度 (Sim)、コ
ミュニティとの同一化 (IC)、規範圧力 (Norm)、ブランド・コミットメント (BC)、ブラン
ド・ロイヤルティ (BL)。Vol→IC の p<.10を除き、すべて p<.01。 
 
第 4節 小括 
本章では、ブランド・コミュニティにおける社会関係資本がコミュニティとの同一化や
規範圧力を促すことで、ブランドとの関係性を強化する過程を検証した。ブランド・コミ
ュニティ参加者を対象に調査を行った結果、H1a, b, c, d、H2b, d、H4a、H5、H6 は支持され、
H2a, c、H3、H4bは支持されなかった。その結果を図示化したものが図 13である。以下で
はここでの発見事項をまとめたい。 
 
(図 13) 社会関係資本モデルの仮説検証結果 
 
  
69 
 
まず、従来の社会関係資本研究で対象とされてきたコミュニティのみならず、ブランド・
コミュニティ上でも社会関係資本が機能することが明らかとなった。社会関係資本からコ
ミュニティとの同一化への影響に関しては、すべての下位構成概念から有意な影響が見ら
れた。さらに、社会関係資本はメンバーの行動を制限する規範圧力も促すことが示された。
その結果としてブランドとの関係性が強化される。 
次に、これまでは道徳的責任感という 1つの概念で扱われてきた互酬性と規範圧力はブ
ランド・コミュニティ上では異なる機能を持ち、影響関係は見られないことがわかった。
互酬性はコミュニティとの同一化を促すことでコミュニティの結束力を強めるが、直接的
にも間接的にも規範圧力は高めず、コミュニティを統制することには寄与しない。このよ
うなことから、道徳的責任感という概念を用いる際には互酬性と規範圧力のどちらに着目
しているかを示すべきである。 
また、コミュニティとの同一化はブランド・ロイヤルティとは直接的な影響関係にはな
く、ブランド・コミットメントを媒介する形で結びついていることが明らかになった。先
行研究ではコミュニティとの同一化とブランド・ロイヤルティには直接的な影響関係が存
在することが示されていたが、本章での分析からはそのような影響関係は見られなかった。 
最後に、ブランド・コミュニティへの参加者や参加コミュニティの種類といった基礎解
析についても触れたい。これまでのブランド・コミュニティ研究は、特定のコミュニティ
に着目してそこに参加しているメンバーを対象に調査しているものが多かった。しかし、
本論文では、より幅広い観点からブランド・コミュニティを捉えるために特定のコミュニ
ティに参加しているメンバーのみに絞らず調査を行った。その結果として、男女問わず若
年層が高年層よりもコミュニティへの参加率が高い傾向にあること、多くのメンバーが参
加しているコミュニティの種類は単一であることが明らかになった。 
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おわりに 発見事項と貢献 
本論文では、ブランド・コミュニティを相互作用アプローチと社会的同一化アプローチ
の双方から幅広く論じ、社会的同一化アプローチからの考察がより有益であることを示し
た。そして、ブランド・コミュニティにおける社会関係資本が、社会的同一化アプローチ
で注目すべきコミュニティとの同一化や、規範圧力を促すことを議論した。メンバーは魅
力あるコミュニティと同一化する程度を高めると同時に規範圧力を受ける傾向にあるが、
この魅力を高める機能を持つのが社会関係資本である。本論文では、社会関係資本がコミ
ュニティとの同一化や規範圧力を促し、メンバーとブランドとの関係性を強化する過程を
実証した。 
第 I部「相互作用アプローチからのブランド・コミュニティの考察」では、まず、ブラン
ド・コミュニティ研究の意義を示した。次に、先行研究ではメンバー同士の関係性がメン
バーとブランドとの関係性を強化すると考えられてきたことを議論し、ブランド・コミュ
ニティ研究における 2 つのアプローチの存在を明らかにした。さらに、ブランド・コミュ
ニティの概念モデルを構築し、メンバー間における相互作用の内容分析を行うなかで、そ
のモデルを検証し、相互作用アプローチの限界点を明らかにした。 
第 1章「関係性を軸としたブランド研究」では、関係性を軸にブランド研究の系譜を整
理した。リレーションシップ・マーケティング研究やブランド研究、ブランド・リレーシ
ョンシップ研究をレビューすることにより、近年は消費者とブランドとの間に情緒的な関
係性を結ぶことが企業にとって大きな課題であることが明らかになった。さらに、既存の
ブランド研究では社会性を考慮した議論が行われていないこと、ブランド・コミュニティ
研究の枠組みを用いて消費者行動を考察する必要性を説いた。 
第 2章「ブランド・コミュニティ研究」では、ブランド・コミュニティ研究で提示され
てきた諸概念を整理した。それを通じて、メンバー同士の関係性が強固になることによっ
てメンバーとブランドとの関係性も強化されると考えられてきたこと、ブランド・コミュ
ニティ研究には 2つのアプローチ、すなわち、相互作用の頻度といった行動面を重要視す
る相互作用アプローチと、コミュニティとの同一化といった態度面を重要視する社会的同
一化アプローチが存在することを示した。 
第 3章「相互作用アプローチに基づくブランド・コミュニティの考察」では、前章での
概念整理を踏まえてブランド・コミュニティの概念モデルを構築し、相互作用アプローチ
に基づいてそのモデルを検証するなかで、概念モデルの妥当性を検証したり、メンバー間
における相互作用の内容が多様であることを述べたり、メンバー同士の関係性の下位構成
概念の精緻化を行った。そこで明らかになったのは以下の 3点である。 
(1) メンバー間の相互作用は多様なことから、相互作用の頻度とった行動面を重要視す
る相互作用アプローチではブランド・コミュニティを十分に捉えられないこと。 
(2) メンバーの態度面からの分析を行うためには、コミュニティとの同一化に注目する
社会的同一化アプローチからの検討が有益であること。 
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(3) コミュニティとの同一化のみならず規範圧力を高めることで、コミュニティが秩序
だって発展すること。 
第 II部「修正版社会的同一化アプローチからのブランド・コミュニティの考察」では、
ブランド・コミュニティにおける社会関係資本がコミュニティとの同一化や規範圧力を促
す要因として機能し、メンバーとブランドとの関係性を強化することを実証した。 
第 4章「ブランド・コミュニティにおける社会関係資本の機能・役割」では、社会関係
資本概念について論じていくなかで、この社会関係資本がコミュニティとの同一化や規範
圧力を促すことを明らかにした。社会関係資本は、メンバー同士の関係性や、他のメンバ
ーとブランドとの関係性に内在する認知的資源である自発性、信頼、互酬性、コミュニテ
ィとブランドの類似度といった下位構成概念からなるが、メンバーはこれらの要素が豊富
なコミュニティを魅力的なものと感じ、そうしたコミュニティと同一化する程度を高める
とともに規範圧力を受けるようになる。さらに、そうした意識変化を通じて、メンバーは
コミュニティの中心にあるブランドとの関係性を強化する。 
第 5章「修正版社会的同一化アプローチに基づく実証モデルの構築と検証」では、社会
関係資本がコミュニティとの同一化ならびにメンバーの受ける規範圧力に影響を及ぼし、
その結果としてメンバーとブランドとの関係性を強化するという実証モデルを構築し、検
証した。そして、社会関係資本がメンバーとブランドとの関係性を強化することを経験的
に明らかにした。先行研究では注目されてこなかったが、他のメンバーとブランドとの関
係性に内在するコミュニティとブランドの類似度は、コミュニティとの同一化と規範圧力
の双方に影響を及ぼす。また、コミュニティとの同一化と規範圧力には直接的な影響関係
はないこと、コミュニティとの同一化とブランド・ロイヤルティは、ブランド・コミット
メントといった態度を媒介する形で結ばれていることが明らかになった。 
本論文全体の結論は以下の 3点にまとめられる。第 1に、近年注目されてきているブラ
ンド・コミュニティを明らかにするためには、相互作用アプローチではなく、社会的同一
化アプローチの方が有益である。メンバー間における相互作用の内容や話題は多様性に富
んでおり、相互作用の頻度が増加することで、メンバーが愛顧ブランドとの絆を強化する
とは必ずしもいえない。ブランド・コミュニティは愛顧ブランドに不利な情報源として機
能する場合がある。したがって、相互作用の形式である頻度ばかりに注目する相互作用ア
プローチではブランド・コミュニティを十分に捉えることができない。そこで、メンバー
がコミュニティに対して強いつながりを感じることができるかどうかといった態度面から
の考察が求められる。そのなかでも重要なのが、メンバーとブランドとの関係性に影響を
及ぼすコミュニティとの同一化である。すなわち、社会的同一化アプローチからの考察が
有効である。 
第 2に、社会的同一化アプローチを採用してブランド・コミュニティを考察する際には、
コミュニティとの同一化のみならず、規範圧力にも着目すべきである。メンバーが自らに
魅力を付与する肯定的な側面であるコミュニティとの同一化と、メンバーの行動を制限す
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る否定的な側面である規範圧力に注目することで、ブランド・コミュニティの多様性を考
慮した上でブランド・コミュニティを捉えることができる。また、コミュニティとの同一
化のみならず規範圧力も、メンバーとブランドとの関係性に影響を及ぼす。 
第 3に、社会関係資本を蓄積することによって、コミュニティとの同一化や規範圧力を
促すことができる。この社会関係資本は、コミュニティ内で結ばれる関係性に内在する認
知的資源であり、コミュニティのメンバーであれば自由に利用できるとともに、その利用
によって減少することがないため、コミュニティを管理する上での効率性を高めることに
寄与する。 
以上が論文全体での結論である。これらの議論から、以下の 4点の理論的貢献が導き出
される。第 1に、ブランド・コミュニティにおける社会関係資本の下位構成概念や機能を
示したことである。従来の研究では、ブランド・コミュニティ上に蓄積される資源やそこ
から生み出される魅力に関する議論が行われてこなかった。それに対し、本論文ではブラ
ンド・コミュニティにおける社会関係資本が自発性や信頼、互酬性、コミュニティとブラ
ンドの類似度から構成されており、それらがコミュニティの魅力を高めることで、コミュ
ニティとの同一化や規範圧力を促すことを明らかにした。 
第 2に、ブランド・コミュニティをメンバー視点から捉えなおしたことである。従来の
研究では、ブランド・コミュニティにおけるメンバーとブランドとの関係性、メンバー同
士の関係性は企業視点から捉えられていた。本論文はメンバーを焦点メンバーと他のメン
バーに区別し、①焦点メンバーとブランドとの関係性、②メンバー同士の関係性に加え、
③他のメンバーとブランドとの関係性がブランド・コミュニティには存在することを指摘
した。そして、他のメンバーとブランドとの関係性がメンバー同士の関係性を介して、焦
点メンバーとブランドとの関係性に影響することを明らかにした。 
第 3は、ブランド・コミュニティを識別する要因である道徳的責任感をより精緻に分類
したことである。先行研究では、道徳的責任感をメンバーとしての責任感や義務感から生
じる意識と捉えていた (e.g. Algesheimer et al. 2005; Amine and Sitz 2004; Muniz and O’Guinn 
2001)。本論文では、この道徳的責任感を互酬性と規範圧力に区別すべきであることを指摘
し、それぞれが異なる働きをすることを示した。そして、ブランド・コミュニティを考察
する際に、先行研究ではほとんど注目されてこなかった規範圧力を中核概念に位置づける
べきであることを述べ、それがブランド・ロイヤルティを高めることを経験的に明らかに
した。 
第 4は、コミュニティの外部に注目する必要性を示したことである。先行研究ではコミ
ュニティの外部に向けられた意識や行動に関してはほとんど触れられることがなかった。
本論文ではその点を補い、外部環境へ注目することの必要性を論じた。また、コミュニテ
ィ内で見られるライバルブランドへの意識や行動は否定的なものと考えられていたが (e.g. 
Hickman and Ward 2008)、本論文ではライバルブランドに対して肯定的・中立的な意見も多
く存在することを発見するなど、ブランド・コミュニティ研究でこれまで十分に議論され
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てこなかったコミュニティの外部に関する知見を新たに付け加えた。 
本論文には、企業がブランド・コミュニティを管理する上で以下の 2点の実務的貢献が
ある。第 1に、企業がブランド・コミュニティを管理する場合、コミュニティとの同一化
や規範圧力を管理指標に用いることが有効であることを示した点である。今日、多くの企
業は Facebook上でブランド・コミュニティを運営しているが、そこではエンゲージメント
率という管理指標が用いられている。これは、企業の書き込みに対してコミュニティメン
バー全体のうち、どの程度の割合のメンバーが反応したかを示す指標である。ここでは、
反応しているかどうかのみに注意しているわけであるが、そのような形式のみを重要視す
る相互作用アプローチでは不十分である。社会的同一化アプローチに基づき、コミュニテ
ィとの同一化や規範圧力のような指標を導入することが有効である。 
第 2に、企業はブランド・コミュニティ上に社会関係資本を蓄積することによって、メ
ンバー同士の関係性をまず強化すべきことを示した点である。企業が社会関係資本を蓄積
するためには、たとえば、オンライン・ブランド・コミュニティ上に過去のメンバー間の
相互作用を閲覧できる場を用意することもその一例であろう。過去の相互作用を閲覧する
ことができれば、メンバーのコミュニティへの参加期間や頻度にかかわらずコミュニティ
を深く知ることができ、コミュニティ上に蓄積されている社会関係資本を認識することが
できる。他にも、企業はブランドのイメージをコミュニティに付与することが求められる。
たとえば、カルビー株式会社のスナック菓子である「じゃがりこ」のブランド・コミュニ
ティでは、じゃがりこのブランド・アイデンティティである「遊び心」を浸透させるため
に、コミュニティ内でダジャレを発言することを推奨している。これらの施策を行い、ブ
ランド・コミュニティ上に社会関係資本が蓄積されれば、ブランド・コミュニティが焦点
メンバーとブランドとの関係性を強化する場として機能するようになる。 
以上のような貢献の一方で、本論文にはいくつかの課題がある。第 1は、メンバー同士
の関係性のより精緻な検討が必要である。本論文では、メンバー同士の関係性が焦点メン
バーとブランドとの関係性を強化すると考え研究を行った。しかし、第 2章でも論じたよ
うに、焦点メンバーとブランドとの関係性がメンバー同士の関係性に及ぼす影響も存在す
るため、この点についても検討すべきである。さらに、メンバー同士の関係性には 3つの
影響関係、焦点メンバーが他のメンバーから影響を受ける関係、焦点メンバーが他のメン
バーに影響を与える関係、相互に影響を与え合う関係が存在する。しかし、本論文ではそ
れらについて触れることができなかった。また、本論文では規範圧力からブランド・ロイ
ヤルティへの影響関係を検討したのみであるが、規範圧力が高まることでメンバーがコミ
ュニティへの参加意図を低下させることも議論されているため (Algesheimer et al. 2005)、そ
のような点も考慮すべきであろう。 
第 2は、文化的要因への考慮である。本論文で支持できなかった仮説は、文化差の影響
を受けていることも考えられる。実証モデルで用いた概念の多く (信頼、互酬性、規範圧力
など) は文化的背景の影響を強く受ける可能性が存在するためである。本論文では日本にお
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けるブランド・コミュニティを対象に調査を行ったが、文化差に注目していたわけではな
かった。今後はグローバルな観点からブランド・コミュニティを検討することも重要であ
るため、このような点にも着目すべきであろう。さらに、日本は個人主義の欧米諸国と異
なり集団主義の傾向が強い (Hofstede 1980; Kawakami, Durmusoglu and Barczak 2011)。集団に
着目するブランド・コミュニティを取り扱う上では、日本独自の要因が何らかの役割を果
たし、ブランド・コミュニティの形成・維持に貢献していることが考えられる。長期的な
エスノグラフィないしはネットノグラフィを行うことで、日本独自の要因を導出し、その
機能を検証すべきである。 
第 3は、特定のブランド・コミュニティを対象とした調査である。第 5章では、調査回
答者が回答時に念頭に置いたコミュニティがいかなるプラットフォーム (たとえば、
Facebookや 2ちゃんねる) 上に存在するか、あるいはどのようなブランドのコミュニティか
を区別せずに分析したが、今後の研究ではそれらを明確に区別した上で分析することが求
められる。プラットフォームやブランドが有する特徴がコミュニティやメンバーに与える
影響も見過ごすべきではないためである (池尾 2003)。たとえば、同じ SNSであっても
Facebookと Twitterでは、それぞれを積極的に利用する消費者の特性が異なることが指摘さ
れている (岸谷 2013)。 
今後の研究においては、以上に挙げた課題を解決することでブランド・コミュニティ研
究がさらに進展すると考えられる。  
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資料 1 
測定尺度 
自発性 
Vol01このコミュニティに確実に有益な貢献ができるよう、最新の技術開発についていって
いる 
Vol02このコミュニティの他のメンバーが問題の解決策を見つけるのを助ける 
Vol03この製品 (サービス) の経験をより良くするために他のメンバーと進んで協働したい 
 
信頼 
Trust01このコミュニティへの参加者は私の知らないことを知っていると信頼している 
Trust02重要な決断は、このコミュニティの参加者から受けたアドバイスに基づいて行う 
Trust03このコミュニティの参加者は人格者である 
 
互酬性 
Rec01 このコミュニティからは良い情報を入手できることがある 
Rec02 コミュニティの他のメンバーが必要としている時には、メンバーは恩返しすべきであ
る 
Rec03 誰かに助けてもらったら、自分もお返しに他のメンバーを助けるべきだと思う 
 
コミュニティとブランドの類似度 
Sim01このコミュニティの典型的なメンバーのパーソナリティとこの製品 (サービス) のパ
ーソナリティは似ている 
Sim02このコミュニティの価値とこの製品 (サービス) の価値は似ている 
Sim03このコミュニティのスタイルとこの製品 (サービス) のスタイルは似ている 
 
コミュニティとの同一化 
IC01 私はこのコミュニティにとても愛着を持っている 
IC02 コミュニティの他のメンバーと私は同じ目的を共有している 
IC03 コミュニティの他のメンバーとの交友は私にとって大きな意味がある 
IC04 もしコミュニティで何かを計画した場合、それは「彼ら」が行う計画ではなく、「私た
ち」が行う計画だと思える 
IC05 このコミュニティの一部に属していることを自覚している 
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規範圧力 
Norm01 私の行動は、コミュニティ内の他のメンバーが私に期待することに影響されること
が多い 
Norm02 コミュニティに受け入れられるには、他のメンバーの期待に沿うよう行動すべきだ
と感じる 
 
ブランド・コミットメント 
BC01 私は今、使っているこの製品 (サービス) に本当に愛着を持っている 
BC02 自分にとって一番だと思うため、いつもこの製品 (サービス) にこだわっている 
BC03 この製品 (サービス) がずっと気に入っている 
 
ブランド・ロイヤルティ 
BL01 いつもこの製品 (サービス) を購入する 
BL02 普段はこの製品 (サービス) を購入する 
BL03 このカテゴリーの製品を買う際、ブランド名を一番に見てしまう 
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